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 概要 

 われわれは、環境保全技術の CO2 負荷計算の一環として、化石燃料を使用しない未来型の大規模発

電システムである「宇宙太陽発電衛星(Solar Power Satellite；SPS)」の CO2 負荷を計算してきた。しか

し、新しい SPS システムが提案されるたびに CO2 負荷計算を行ってきたことから、CO2の評価手法や

評価データベース、および想定等が厳密には統一されていなかった。また、SPS の評価基準も、1990

年代後半から本研究が開始されたこともあり、CO2 負荷計算が中心であった。したがって、われわれ

は、経済統計のなかでも工学技術と親和性の高い産業連関表を利用する方針を維持しつつ、未来技術

である SPS システムの CO2 負荷とエネルギー・経済評価を総合的統一的に整理することを試みる。本

稿は、その前段として、CO2 負荷とエネルギー評価に焦点を絞り、SPS システムの特性を吟味した。そ

の結果、構造タイプの異なる SPS システムが提案されているとはいえ、「宇宙で発電した電力を地上に

送り、利用する」という発想にもとづくならば、その発電システムの単位あたり CO2 負荷は、ほぼ 2

桁（g-CO2/kwh）であることを再確認し、また、エネルギー評価の結果も、エネルギー収支と回収期間

の計算結果を見る限り、良好といえることも確認された。 
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宇宙太陽発電衛星（SPS）、CO2 排出量、エネルギー収支、産業連関分析、環境分析用産業連関表 
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1．はじめに 

 われわれは、環境保全技術の CO2 負荷計算の一環として、化石燃料を使用しない未来型の大規模発

電システムである「宇宙太陽発電衛星(Solar Power Satellite；SPS)」の CO2 負荷を計算してきた。SPS

の基本構想は、1968 年にアメリカのグレイザー（P.E.Glaser）によって提案され、その後、1978 年にア

メリカのエネルギー省（Department of Energy; DOE）と航空宇宙局(NASA)によって、通称リファレン

スシステムと呼ばれる SPS システムが発表された（以下では、DOE/NASA リファレンスシステムと呼

称する）。DOE/NASA リファレンスシステムが公表されて以降、より詳細に検討された SPS システム

は発表されていなかったが、1990 年代に入り、NASA をはじめとして、宇宙科学研究所（Institute of Space 

and Astronautical Science；ISAS、現：宇宙航空研究開発機構：Japan Aerospace Exploration Agency； JAXA)、

宇宙開発事業団（National Space Development Agency of Japan; NASDA、現：JAXA）、新エネルギー・産

業技術総合開発機構（New Energy and Industrial Technology Development Organization；NEDO）や無人宇

宙実験システム研究開発機構（Institute for Unmanned Space Experiment Free Flyer；USEF、現；宇宙シス

テム開発利用推進機構：Japan Space Systems；JSS）等から、新しいタイプの SPS システムが提案され

てきた。 

したがって、われわれも基本型である DOE/NASA リファレンスシステムを基点として、今日的な

SPS システムの情報を入手・整理しながら、CO2負荷計算を進めてきた。そして、朝倉・中野（2009）

において、SPS システムごとに構造設計が異なったとしても、発電単位あたり CO2 負荷は、ほぼ 2 桁

（g-CO2/kWh）であろう、との結論を明らかにしている。その一方、われわれの研究経過を振り返って

みると、新しい SPS システムが提案されるたびに CO2 負荷計算を行ってきたことから、CO2の評価手

法や評価データベース、および想定等が厳密には統一されていなかった。また、SPS の評価基準も、

1990 年代後半から本研究が開始されたこともあり、CO2 負荷計算が中心であった。したがって、本稿

                                                           

本稿の作成過程において、2011 年 11 月の環太平洋産業連関分析学会にて本稿の関連報告を行った際、コメンテ

ータの筑波大学 内山洋司氏およびフロアの諸先生から貴重な意見を頂戴した。2012 年 10 月の慶應義塾大学産業

研究所の KEO セミナーでの報告の際、中島隆信所長をはじめとする所員・参加者の先生方から重要なコメントを

頂戴した。とくに、宇宙科学研究所の佐々木進氏と成尾芳博氏より、長期にわたりご指導を頂いてきた。また、

USEF（当時、現 JSS）の小林裕太郎氏と斉藤孝氏には貴重な情報を提供して頂いた。そして、松岡秀雄氏におか

れては、同氏が東京大学在職中より、いろいろな研究会でアドバイスを頂いてきた。諸先生のご好意により、社

会科学系の研究者ではあるが、「SPS シンポジウム」と「宇宙エネルギーシンポジウム」における報告と貴重な意

見交換の機会を頂いている。諸先生方に心から感謝する次第である。最後に、本研究の開始時より、慶應義塾大

学の産業研究所の吉岡完治名誉教授と商学部の早見均先生にアドバイスを頂いていることに感謝申し上げる。も

ちろん、本稿における誤りは、われわれの責任である。 
*
 流通経済大学 経済学部 Ryutsu Keizai University, Faculty of Economics 

**
独立行政法人 労働政策研究・研修機構 The Japan Institute for Labour Policy and Training 
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は、経済統計のなかでも工学技術と親和性の高い産業連関表を利用する方針を維持しつつ、未来技術

である SPS システムの CO2 負荷とエネルギー・経済評価を総合的統一的に整理することを試みる。そ

して、本稿は、その前段として、CO2負荷とエネルギー評価に焦点を絞り、SPS システムの特性を吟味

する。 

 

2.3つの SPSシステムと計算対象 

 太陽電池パネルを搭載した衛星によって発電し、その電力をマイクロ波で地上に送電し利用すると

いう基本発想は、グレイザー（Glaser（1968））によって発表される。そして、オイルショックをきっ

かけに注目され、DOE/NASA（1978）において、DOE/NASA リファレンスシステムとして整理される

が、その後、総合的に考案され評価された SPS システムは提案されてこなかった1。しかし、1990 年代

に入り、より実現可能なシステムとしての構造設計が模索され、日本において ISAS の「SPS2000」（宇

宙科学研究所太陽発電衛星ワーキンググループ（1993））、NEDO の「グランドデザイン」（NEDO（1994））、

USEF の「テザー型」2（USEF（2003））、そして ISAS の佐々木氏による「マルチバステザー型」（佐々

木（2009））が発表される一方、NASA によるフレッシュルックスタディー（SAIC, Futron Corporation and 

NASA（1997））において3、複数の SPS システムが提案・評価されることとなった4。そういった SPS

の構造設計の提案に対応して、われわれの CO2 負荷計算と、われわれと協力体制のもとで CO2負荷計

算をおこなった研究グループが対象とした SPS システムは、DOE/NASA リファレンスシステム、

SPS2000、NEDO グランドデザイン、USEF テザー型、およびマルチバステザー型の SPS システムであ

る。 

 CO2 負荷計算の観点から、これまでの研究動向を振り返ると、DOE/NASA リファレンスシステムに

ついては、1997 年 2 月に開催された第 16 回宇宙エネルギーシンポジウムにおける特別セッション：「太

陽発電衛星と地球環境」において報告され、パネルディスカッションも行われた5。その後、慶應義塾

大学産業研究所において、通称：未来開拓プロジェクト6が開始され、DOE/NASA リファレンスシステ

ムが、吉岡他（1998a,b）において整理される7。また、SPS2000 と NEDO グランドデザインについて、

大橋他（2000，2001）は、われわれと情報交換しつつ、未来開拓プロジェクトの一環として計測作業

を行った。さらに、USEF テザー型 SPS については、USEF の主催する委員会（平成 13 年度・14 年度）

において、吉岡が宇宙太陽発電システム（SSPS）実用化技術検討委員会委員として、そして朝倉が宇

                                                           
1
SPS 研究が 1980 年代に影を潜める理由は、レーガン政権下での緊縮財政や、DOE/NASA リファレンスシステム

が物理的にも費用的にも巨大であったことなどが指摘される（長友（1996）、SAIC, Futron Corporation and NASA

（1997））。 
2 「はじめに」にて述べたように、USEF は現在の JSS であるが、USEF 時に提案した SPS システムであるため、

「USEF テザー型」と呼称する。また、USEF は、SSPS（Space Solar Power System）の略称をもちいていたが、本

稿では、統一的な呼称として、「SPS」をもちいることを許されたい。 
3
 NASA のフレッシュルックスタディーでは、Space Solar Power ;SSP の呼称がもちいられているが、本稿では、

SPS で統一する。 
4
 SPS システムの研究動向については、佐々木（2011）や松本（2011）等を参照せよ。 

5
柴田・松岡（1997a,b）、松岡（1997）、野村（1997）、朝倉（1997）、および菅（1997）が報告した。また、パネル

ディスカッションも行われた。 
6
日本学術振興会・未来開拓プロジェクト（複合領域）：「アジア地域の環境保全：アジア地域における経済および

環境の相互依存と環境保全に関する学際的研究」（（代表：慶應義塾大学・産業研究所・吉岡完治（期間：1997 年

8 月～2002 年 3 月） 
7
 その基本ケースを取りまとめた論文として、吉岡他（1998c）、ソーラーブリーダー等のシミュレーションも含め

て取りまとめた論文として、1995 年環境分析用産業連関表の作成と利用を取りまとめた『環境分析用産業連関表』

（朝倉他（2001））の第 5 章と Asakura et.al.(2002)がある。 
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宙太陽発電システム（SSPS）専門委員会委員として参加し、その過程において、USEF 事務局と共同

して CO2 負荷計算（および一部エネルギー指標の計測）を行い、USEF（2003）および朝倉他（2003）

を公表している。その後、ISAS の Sasaki(2006a)の提案したマルチバステザーについては、朝倉・中野

（2008）において報告書を作成の後、朝倉・中野（2009）において公表された8。それらのシステムの

うち、本稿において、筆者らが統一的な評価手法によって CO2 負荷とエネルギー評価を行うシステム

は、DOE/NASA リファレンスシステム、USEF テザー型、およびマルチバステザー型の 3 タイプとし、

つぎに、CO2 負荷計算とエネルギー評価の観点から、ぞれぞれの構造設計を説明する9。 

 図表 1 は，DOE/NASA リファレンスシステムの基本構成を示しており、図の上部の構造物が太陽電

池を搭載した太陽発電衛星であり、大きさは 5km×10km である。太陽発電衛星で発電した電力は高周

波マイクロ波に変換され、地上へ送られる。図の下部の構造物がレクテナであり、電力マイクロ波を

受電し、各産業・家計に送電する機能を持つ。大きさは 10km×13km である。また、1 基の太陽発電衛

星は、5GW の発電能力を持ち、それを 60 基打ちあげて発電を行うことを想定しており、それは、1970

年代当時、21 世紀に予想される全米の電力需要を SPS が全て供給するという発想にもとづいていた。 

 

図表 1 DOE/NASA リファレンスシステムの基本構造 

 

DOE/NASA(1980) ’SPS-FY79 Program Summary’ 

 

図表 1 で示される巨大な構造物を建設するためには、低軌道貨物輸送機、低軌道人員輸送機、低軌

道上の基地、静止軌道上の基地、軌道間貨物輸送機、軌道間人員輸送機、宇宙輸送機の推進燃料(水素、

酸素、アルゴン、LNG)も製造することが必要であるが、統一的に整理されて提示されていないことか

                                                           
8
 朝倉・中野（2008）では、「マルチテザー型 SPS」の呼称をもちいていたが、朝倉・中野（2009）以降は、「マル

チバステザー型 SPS」に統一した。 
9
 詳細な構造設計は、DOE/NASA リファレンスは DOE/NASA（1978）、USEF テザー型は USEF（2003）、そして、

マルチバステザー型は佐々木（2009）を参照されたい。 
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ら、図表 2 で示すように、DOE/NASA リファレンスシステム全体の物量構成を整理した10。 

 

図表 2 DOE/NASA リファレンスシステムの建設 

 

システムの建設は、はじめに、地上から、低軌道貨物輸送機と低軌道人員輸送機によって、低軌道

上に資材と人員を移送し、基地を建設し、軌道間輸送機を組み立てる。つぎに、軌道間輸送機によっ

て、低軌道から静止軌道まで資材と人員を輸送する。静止軌道上においても、基地を建設し、発電衛

星本体を組み立てる。それと平行して、地上では、レクテナを建設する。なお、本稿は、SPS システ

ム間の統一的な比較を目指すため、輸送機の数や輸送回数および輸送機そのものの補修情報も可能な

限り再整理した。したがって、DOE/NASA リファレンスシステムの CO2 負荷を最初に計測した吉岡他

（1998a）とは値が異なり、本稿の推計方法については、第 4.1a 節で述べる。 

つぎに、図表 3 は、USEF テザー型 SPS システムの衛星部分の基本構成である。そこでは、衛星と

バス（錘）がテザー（合成繊維のヒモ）で結合された構造をとっており、地上で 1GW の発電能力を持

つ 3 つのタイプの衛星構造が提案されていた。ベースライン型と派生（1G-1）型の相違点は、太陽電

池の変換効率であり、派生（1G-1）型の方が高効率太陽電池を搭載し、それに伴って、パネルの大き

さ、重量およびテザーの重量も異なっている。また、派生 1G-2 型は、発電パターンを平滑化するため

に、反射鏡を搭載している。 

 今回の推計においては、図中の左に掲載されているベースライン型を比較対象とし、その建設に必

                                                           
10
吉岡他（1998a）を公表して以降、DOE/NASA リファレンスシステムの輸送系の呼称として、地上から低軌道ま

での貨物輸送機：Heavy Lift Launch Vehicles (HLLV) を「大量打ち上げロケット」、同じく地上から低軌道までの人

員輸送機：Personnel Launch Vehicles (PLV)を「人員打ち上げロケット」と呼称してきた。しかし、その他の SPS シ

ステムの建設においても、地上から低軌道までの輸送と、低軌道から静止軌道までの輸送を区分し、それぞれに

関連する輸送機の名称として、「低軌道輸送機」と「軌道間輸送機」を利用していることから、本稿における

DOE/NASA リファレンスシステムについても混乱を避けるため、「低軌道」と「軌道間」の名称区分を明示化し、

HLLV を低軌道貨物輸送機、PLV を低軌道人員輸送機と呼称する。なお、Cargo Orbit Transfer Vehicle (COTV)と

Personnel Orbit Transfer Vehicle (POTV)は、これまでどおり、「軌道間貨物輸送機」と軌道間人員輸送機」の名称を

もちいる。 

低軌道
数100km

②低軌道貨物輸送機/基
：搭載貨物424ｔ
：38機；トータルで11,368往復
：液酸7192t、液水340t、メタン
1714t (1機1回打ち上げ)

①低軌道人員輸送機/基
：搭載人員；75人
：5機；トータルで932往復
：液酸1694t、液水79t、メタン347t

(1機1回打ち上げ)

③低軌道基地

④軌道間人員輸送機
：搭載人員；160人
：8機；トータル366往復
：液酸432t、液水72t

(1機1往復)

⑥静止軌道基地

1.年間発電量；5Gw（地上）×24(時間)×365日×60基＝26,280億 kWh
2.システム耐用年数；30年
3.太陽電池・変換効率：17.3％

⑧レクテナ 60基

10km×13km 出力5GW

地球上

太陽電池パネル

・単結晶ガリヒ素太陽
電池・変換効率20％

・単結晶シリコン太陽
電池・変換効率17.3％

・出力12.5GW

マイクロ波

⑤軌道間貨物輸送機
：搭載貨物；4,000ｔ
：91機；トータル903往復
：太陽電池パネル
（SPS衛星と同型）
：液酸225t、液水38t、
液アルゴン542t (1機1往復)

静止軌道
36,000km

⑦衛星（SPS） 60基

4.輸送機の基数と運行回数は、建設時の
みの値
5.DOE/NASAの想定にもとづいて、筆者作
成
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要な構造物を図表 4 で示している。CO2 負荷計算とエネルギー収支計算の前提とする建設過程は、磁

気浮揚カタパルト方式の低軌道輸送機により、衛星関連の資材が低軌道に運ばれ、そこで組み立て作

業が行われること、また、軌道間輸送機として機能する電気推進タグが装着され、静止軌道まで運搬

されること、そして、地上にレクテナが建設されること、である。したがって、UESF テザー型 SPS

の「再使用型の輸送機で物資を低軌道に運び、それを、軌道間輸送機で静止軌道まで運ぶ」という基

本設計は、DOE/NASA リファレンスシステムと同一であることが確認できる。図表 4 の図中には、機

体質量、推進剤質量、打上回数、レクテナ等の技術情報もあわせて整理しており、それについては、

第 4.1b 節で述べる。 

 

図表 3 USEF テザー型 SPS の衛星構造 

 

  

図表 4  USEF テザー型 SPS（ベースライン）の建設 

 

地球上

低軌道
数100km

静止軌道
36,000km

（a）地球周回低軌道輸送
：搭載可能貨物：25ｔ
：液水115ｔ 液酸694ｔ
：全体 920ｔ
：7基：トータルで2000往復

（b）軌道間輸送機（電気推進タグ）
:ペイロード 32,290ｔ
：3機/式
：アルゴン4,000t/式
：太陽電池パネル：0.46GWを2セット
（SPS衛星の太陽電池と同型）

→電力を産業・家計へ

（d）レクテナ

：直径；4km

：出力；1Gw

太陽電池パネル（変換効率約30％）

：2.4km ×2.6km
：上面・下面：2.5GW

（c）衛星（SPS）

1.年間発電量；1Gw（地上）×24(時間)×365日＝8,760GW
2.システム耐用年数；40年
3.太陽電池・変換効率：30％

マイクロ波

4.輸送機の基数と運行回数は、建設時のみの値
5.USEF型SPSの想定にもとづいて、筆者作成

図注：USEF がとりまとめた宇宙太陽発電システム実用化技術調査研究(2003)・宇宙太陽発電システム

(SSPS)実用化技術検討委員会(2003)『報告書』より。 
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 最後に、図表 5 は、マルチバステザー型 SPS の衛星部分の基本構成であり、その第 1 の特徴は、衛

星がモジュール構造を持ち、1 モジュールごとにバスシステム(錘)と太陽電池パネルがテザーによって

結ばれていることである。モジュールの個数は 625 個である。第 2 の特徴は、1 モジュールの発電衛星

自体が発電機能を持つことである。そして、第 3 の特徴は、衛星本体に蓄電池を搭載し、地上での発

電パターンを平滑化したことである。 

 

図表 5 マルチバステザー型 SPS の基本構成 

 

 

マルチバステザー型 SPS の建設過程は図表 6 であり、再使用型低軌道輸送機が軌道間輸送機と衛星

ユニットを低軌道まで運び、つぎに、軌道間輸送機が衛星ユニットを静止軌道まで運ぶ。そして衛星

が自動展開した後、625 個のモジュールが組み合わされ、SPS システムが完成する。もちろん、その過

程と平行して、地上のレクテナ建設も進められる。したがって、「再使用型の輸送機で物資を低軌道に

運び、それを、軌道間輸送機で静止軌道まで運ぶ」という基本設計は、DOE/NASA リファレンスシス

テムおよび USEF テザー型と同様であり、衛星構造体、輸送機、輸送回数、およびレクテナ等の情報

を整理してアプローチする（第 4.1c 節）。 

 

  

図注；佐々木（2009）より許可を得て作成。 
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図表 6 マルチバステザー型 SPS の建設 

 

  

 最後に、それぞれの報告書から、発電についての基本想定と発電パターンを抽出すると、図表 7 と

図表 8 となり、図表 7 の「発電能力（1）」をベースにすると、DOE/NASA リファレンスシステムは、

常時 5GW の発電能力を持ち、USEF テザー型 SPS は、地上平均で 1GW、マルチバステザーは、蓄電

池を搭載することによって、常時 1GW 発電可能なシステムとなっている。 

 ただし、本稿の CO2 負荷とエネルギー収支の計測においては、これまでの計測方法を再吟味し、つ

ぎのように SPS と既存の発電技術の発電能力を整理する。 

 DOE/NASA リファレンスシステムは、マイクロ波を直流変換（RF-DC）した後の発電能力を 5GW と

し、その他のシステムも直流変換後の値として計測される11。ただし、地上の太陽光発電等を含む既存

の発電技術との比較においては、SPS システムもコンバータ・インバータによって交流電流に変換可

能な設備を保有することと、変換後の発電量で比較すること必要である。したがって、図表 7 で示す

直流電流での「発電能力（1）」ではなく、「発電能力（2）」にもとづいた値で評価し、そのポイントを

いわゆる送電端とみなす。そのためには、インバータ等の変換効率が必要であるが、その値は、USEF

（2007）におけるコスト計算において整理された「商用電源網への接続効率」の 95％を援用する。 

 なお、これまでの SPS の CO2 負荷計算においても CO2 排出量にインバータの製造過程を含めていた

が、発電量を「発電能力（1）」にもとづいて計測していた。したがって、今回、発電量を「発電能力

（2）」にもとづいて再計算することにより、第 6 章の発電単位あたり CO2排出量の値がこれまでより

増加することに留意されたい。また、本稿においては、既存の発電技術についての CO2 排出量やエネ

                                                           
11

 DOE/NASA リファレンスシステムの紹介文献のなかには、マイクロ波が直流電流に変換され、さらに交流電流

に変換された後の発電能力を 5GW として紹介する文献もあるが、本稿は、DOE/NASA(1978)の記述をそのままも

ちいる。 

地球上

低軌道
数100km

静止軌道
36,000km

（ⅰ）再使用型地球低軌道輸送機/基
：搭載可能貨物：50ｔ
：液水250ｔ 液酸1500ｔ
：全体2,000t
：14基：トータルで1,000往復

（ⅱ）軌道間輸送機/基
：搭載可能貨物：50ｔ
：推進剤30ｔ
：全体145t
：171基：トータルで600往復
：太陽電池パネル：2,150.9kW
（SPS衛星の太陽電池と同型）

（ⅳ）レクテナ

：直径；3.5km

：出力；1Gw

マイクロ波

→電力を産業・家計へ

太陽電池パネル（変換効率35％）

：2.5km ×2.5km
：上面：2.8GW、下面:2.5GW
：蓄電池で蓄えられ、1.36GWで送電

（ⅲ）衛星（SPS）

1.年間発電量；1Gw(地上)×24(時間)×365日＝8,760GW
2.システム耐用年数；40年
3.太陽電池・変換効率：35％

4..マルチバステザー型SPSの想定にもとづい
て、筆者作成
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ルギー収支の計算についても、送配電ロスを考慮した受電端ではなく、SPS の出力ベースに近い送電

端ベースで計測計算を行うことにも留意されたい。 

 

図表 7 SPS システムの発電についての基本性能（一部想定を含む） 

  
太陽電池 

効率 

発電能力 

（静止軌道上） 

発電能力（1） 

レクテナ：マイクロ波

を直流変換後） 

発電能力（2） 

レクテナ： 

交流変換後） 

寿命 

DOE/NASA 

リファレンス 
17.3% 

12.5GW 
5GW 4.75GW 30 年 

USEF テザー型 

（ベースライン） 
30% 

2.5GW（上面・下面） 
1GW 0.95GW 40 年 

マルチバステザー型 35% 
2.8GW（上面） 

2.5GW（下面） 
1GW 0.95GW 40 年 

図表注：DOE/NASA（1978）、USEF（2003）および佐々木（2009）より筆者ら作成。なお、DOE/NASA リファ

レンスでは、使用する太陽電池としてガリウムヒ素とシリコンの 2 つのタイプを掲載しているが、本稿は、シリ

コンタイプを想定する。なお、本稿の CO2 負荷とエネルギー計算にもちいる発電量は、発電能力（2）をベース

にしており、発電能力（1）から発電能力（2）への変換は、USEF（2007）の値を援用した。 

 

 

図表 8 SPS システムの発電量と発電パターン 

 

 

 

 

 

 

 

  

図表注：DOE/NASA(1978)、USEF(2003)および佐々木（2009）より、発電パターンの

イメージ図を筆者ら作成。DOE/NASA リファレンスは常時 5GW、マルチバステザー

は常時 1GW 発電。USEF テザー型は平均で 1GW 発電。なお、春分と秋分時は発電で

きないが（例えば、マルチバステザー型は約 60 時間）、計測する原単位には影響を与

えない。 
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3.SPSの CO2負荷計算の方法 

 本節は、環境分析用産業連関表をもちいた SPS システムの CO2負荷計算について述べる。 

図表 9 は、環境分析用産業連関表の基本構成を示している。図中の A は、部門間の取引関係を生産者

価格で表示した表であり、取引額表(金額表)と呼び、総務省から公表される産業連関表そのものから作

成される(総務省(2004))。図中の B から F は、各部門が経済活動のために投入・消費した複数のエネル

ギー財を物量と熱量に変換し、燃焼された量を抽出し、部門別の CO2 排出量(図中の F)を計測するため

に作成・付加した表である。なお、現在、最新版の 2005 年環境分析用産業連関表がすでに作成・公表

されているが（中野（2009b））、これまで環境分析用産業連関表の作成のために使用していたエネルギ

ー統計の 1 つである「石油等消費構造統計」が中止され、「エネルギー消費統計」が新設されるという

過渡期の状況下であったため、今回の推計には 2000 年環境分析用産業連関表をもちいる(中野他

(2008))
12。 

 

図表 9 環境分析用産業連関表の基本構成 

 

 

                                                           
12 2000 年環境分析用産業連関表の詳細な作成方法は、中野他(2008)を参照せよ。 
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環境分析用産業連関表を利用した CO2 負荷計算のモデルは13、オープン型産業連関モデルをもちいる

(式(1))。 

  '1
CO2fAICCO2 

 lk,lk, ・・・(1) 

ただし，C ：CO2排出係数行列（対角化），    

  1
AI ：レオンチェフ逆行列 

lk,
f ：SPS の第k 番目の構造物で、第 l 番目の想定にもとづく最終需要ベクトル（例えば， 1k は

衛星本体， 2k はレクテナ,・・・, 1l は「想定 A-想定 a」， 2l は「想定 A 想定 b」,・・・（第

4.2.2 節の図表 18 でまとめている）） 

lk,
CO2 ：SPS の第k 番目の構造物で、第 l 番目の想定にもとづく最終需要ベクトルからの直接間

接 CO2排出量ベクトル 

'
CO2 ：今回の推計における LNG の燃焼のように、最終財として燃焼する際の CO2負荷 

  

 式(1)の右辺のC は図表 9 の部門別 CO2 排出量(図中の F 表をエネルギー品目について合計したもの)

を産業連関表の国内生産額で割った値であり、また、   1
AI


 は公表される産業連関表そのものから

計測される。 

 今回の計測作業においては、オープンモデルにおけるレオンチェフ逆行列として、非競争輸入型モ

デル：   1
AI


 を採用しており、輸入製品の海外における生産過程で発生する CO2 は、日本国内の同

一商品が製造される過程で発生する CO2 として計測され、算入される。そこでは、海外の製造過程と

日本の製造過程が同一という想定をおくことになる。ただし、本稿の計算においては、DOE/NASA リ

ファレンスシステムにおける「低軌道人員輸送機」と「低軌道貨物輸送機」の推進剤として使用され

る LNG（液化メタン）は、日本では採掘・製造されず、もっぱら海外からの輸入に依存している。そ

ういった輸入財について、『日本貿易月表』より計算される単価によって必要物量を価額化し、日本の

産業連関表でモデル計算しても、海外での採掘・液化過程に関連する CO2 を計測することは言い難い。

ただし、今回の推計計算は産業連関計算の枠組みを前提としており、また、産業環境管理協会（2002）

において、液化の過程からの CO2 排出量が大きいことが示されていることから14、液化に関連する値を

産業連関モデルの計測値に組み込むこととした。具体的には、第一に、採掘については、LNG の必要

量を『日本貿易月表』で価額化し、「IO コード：072101：天然ガス」で評価すること、第二に、液化に

ついては、産業環境管理協会（2002）の値を付加すること、第三に、海外からの輸送に起因する CO2

排出量は付加しないこと、第四に、日本国内の輸送については、第一の計測と対応して、平均的な商

業・輸送マージンで評価すること、そして、第五に、燃焼過程からの CO2 排出量については、中野他

（2008）にもとづいて、LNG の必要量から計測している。なお、第 6 節と第 7 節で既存の発電技術と

して LNG 火力の値を提示しているが、同様の計測方針で行っており、エネルギー計算においても、産

業環境管理協会（2003）をもちいて、同様の方針で進めている。 

 つぎに、SPS システムの CO2 負荷計算を行うために必要な式(1)の最終需要 lk,
f の作成について述べ

る。 

                                                           

 
14

 採掘、液化および日本への輸送において、CO2 負荷の割合は、採掘が 7％、液化が 76％、輸送が 17％である。 



12 

 

4.各 SPSシステムの最終需要ベクトルの作成 

 本節は、式(1)の最終需要ベクトル
lk,

f を説明するにあたり、説明の複雑化を避けるため、はじめに

想定にかんする l を捨象し、作業方針の全体像を確認する。 

 図表 10 は、マルチバステザー型 SPS を例として、SPS 構造物を環境・エネルギー・経済評価のため

に整理したデータ構成と対応させた図である。最終需要ベクトルは図中の中間財の投入ベクトルとし

て示されている。 

 A ブロックは、太陽電池と液体燃料（液体水素、液体酸素、液体アルゴン）を製造する。B ブロッ

クは、再使用型低軌道輸送機、軌道間輸送機、および衛星構造体を製造し、A ブロックの太陽電池と

液体燃料を組み込む。C ブロックは、レクテナの建設である。図より、SPS 構造物が対応する中間投入

ベクトル（と付加価値ベクトル）は、大きく２つに区分されることがわかる。第 1 は、A ブロックの

太陽電池、B ブロック、および C ブロックであり、中間財の投入ベクトルとして設定される構造物で

ある。第 2 は、A ブロックの液体燃料であり、最終製品の形で設定される。原則として、前者は、現

行産業連関表の産業部門分類が存在しない場合であり、後者は、産業分類に存在する場合であるが、

情報の制約やシミュレーションの観点からも、操作的に扱っている。 

 例えば、A ブロックの太陽電池は、「その他の電気機械器具（コード：3421-09）」のなかに埋没して

いる。しかし、これまでの研究より、太陽電池は CO2 評価を左右する重要な構造物であることが示さ

れており、また、今日の変換効率を超える太陽電池を搭載することが予定されているものの、その投

入構造を詳細に把握することが出来ないことから、「太陽電池」を「その他の電気機械器具（コード：

3421-09）」の最終製品として評価せず、想定をおきながら計測するために別掲し、ベクトルの形で計測

している。また、A ブロックの液体燃料は、「圧縮ガス・液化ガス（コード：2029-01）」に含まれるが、

物量ベースの単価が入手可能なことから、今回は、ベクトルの形で明示的には計測していない15。  

 

  

                                                           
15

 図表 10 の B ブロックと C ブロックに示される付加価値ベクトルは、SPS の経済性評価において利用する。 
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図表 10 評価のための中間投入ベクトルと付加価値ベクトル 

 

    

 そして、図表 2、図表 4 および図表 6 で示した SPS システムごとに、図表 10 の枠組みで最終需要ベ

クトルを作成しており、作成の基本手順の概略は、図表 11 のとおりである。 

 

図表 11 最終需要ベクトルの作成手順 

 

 

 図表 11 は、例として、マルチバステザー型 SPS の衛星構造体の最終需要ベクトルの作成方法を示

しており、はじめに(ⅰ)衛星を構成する素材(シリコントランジスタ、電界効果型トランジスタ、シリ

コンダイオード等)とその物的投入量および単価情報を整理する。つぎに、(ⅱ)(ⅰ)を産業連関表の部門

に格付け、価額化し、最後に(ⅲ)商業・輸送マージンを付加することによって、衛星の最終需要ベクト

ルが完成する。また、液体燃料は対応する物量に対応する単価をかけ、商業・輸送マージンを付加し

て最終需要ベクトルとする。 

太陽電池

付
加
価
値

中

間

財

液体水素

液体酸素

液体アルゴン

再使用型低
軌道輸送機

軌道間輸送
機構造体

衛星構造
体

付
加
価
値

中
間
財

レクテナ

中

間

財

中

間

財

中

間

財

付
加
価
値

SPS衛星・輸送機組み立て

液体燃料

最終輸送マージン

Aブロック Bブロック Cブロック

太陽
電池

太陽
電池

付
加
価
値

液体
燃料

液体
燃料

付
加
価
値

図表注：図注の「中間財」は「中間財投入ベクトル」を、「付加価値」は「付加価値ベクト

ル」を示す。また、図中には SPS 建設のみのベクトルを示し、補修活動等のベクトルは捨象

している。 
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図表 11 は、最終需要ベクトルを作成するための基本的な手順であるが、他の加工作業も必要である。

それについては、4.1a 節から 4.1c 節において、3 つの SPS システムごとに、最終需要ベクトルの作成

の概略を示す。なお、今回の最終需要ベクトルの作成過程においては、第 1 に、2000 年価格であるこ

と、第 2 に、システムの建設と経常・補修活動を区別すること、第 3 に、最終需要ベクトルだけを作

成するのではなく、最終的な組み立てや完成品としての財の供給をイメージして、付加価値やマージ

ンを考慮すること、を念頭においている。 

 

4.1a  DOE/NASAリファレンスシステムの最終需要ベクトル 

・衛星本体の物量情報は DOE/NASA（1978）を利用し、単価は『機械統計年報』(経済産業省経済産業

政策局調査統計部(2001))と『部門別品目別国内生産額表』(総務省(2004))を利用した。また、USEF テ

ザー型 SPS とマルチバステザー型 SPS のように電子部品関係の情報が得られないことから、最終的に

は、産業連関表の航空機ベクトルと航空機ベクトルの波及効果を利用して推計している（補章参照）16。 

・軌道間人員輸送機と軌道間貨物輸送機の物量情報は DOE/NASA（1978）を利用し、単価は『機械統

計年報』(経済産業省経済産業政策局調査統計部(2001))と『部門別品目別国内生産額表』(総務省(2004))

を利用した。そして、掲載情報が限られていることから、産業連関表の航空機ベクトルと航空機ベク

トルの波及効果を利用して推計している（補章参照）。また、運行 1 回あたりの燃料は、軌道間貨物輸

送が液体酸素：225 トン、液体水素 38 トン、液体アルゴン：542 トン、軌道間人員輸送が液体酸素：

432 トン、液体水素 72 トン必要とし（Frantz and Cambel(1981)）、液体アルゴンの単価は『月刊積算資料』

の年平均値、液体水素の単価は成尾他(1996)の値にもとづいて 2000 年値を推計し、液体酸素の単価は

『機械統計年報』を利用している。 

・低軌道基地と静止軌道基地の物量情報は、DOE/NASA（1978）を利用し、単価は『機械統計年報』(経

済産業省経済産業政策局調査統計部(2001))と『部門別品目別国内生産額表』(総務省(2004))を利用した。

そして、掲載情報が限られていることから、産業連関表の航空機ベクトルと航空機ベクトルの波及効

果を利用して推計している（補章参照）。 

・低軌道人員輸送機と低軌道貨物輸送機の物量情報は、DOE/NASA（1978）を利用し、単価は『機械

統計年報』(経済産業省経済産業政策局調査統計部(2001))と『部門別品目別国内生産額表』(総務省(2004))

を利用した。そして、掲載情報が限られていることから、産業連関表の航空機ベクトルと航空機ベク

トルの波及効果を利用して推計している（補章参照）。また、運行 1 回あたりの燃料は、低軌道人員輸

送が液体酸素：1694 トン、液体水素 79 トン、および LNG：347 トン、低軌道貨物輸送が液体酸素：7192

トン、液体水素 340 トン、および LNG：1714 トン必要としている（Frantz and Cambel(1981)）。そこで、

液体水素の単価は成尾他(1996)の値にもとづいて 2000 年値を推計し、液体酸素の単価は『機械統計年

報』を利用しているが、本稿第 3 節で述べたように、LNG は、生産、液化、輸送および燃焼を区別し

て計測している。 

・レクテナ(約 100km
2
)は、DOE/NASA(1978)の鋼材、コンクリート、アルミ関連製品の物量と地上の大

規模太陽光発電の鋼材量(化学工学会第 1 種研究会(1995))等の比率から建設費用を推計した。マイクロ

波の整流のためのダイオードは、JAXA・ISAS 成尾氏よりご教示頂いた（100 億個）。また、インバー

タ・制御装置は、化学工学第 1 種研究会(1995)から推計している。単価は『機械統計年報』(経済産業

                                                           
16

 軌道間輸送機と低軌道輸送機については、補章：「軌道間輸送機と再使用型低軌道輸送機の最終需要ベクトルの

作成について」を参照されたい。 
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省経済産業政策局調査統計部(2001))と『部門別品目別国内生産額表』(総務省(2004))を利用した。なお、

レクテナを最終需要ベクトル化する際に、電力施設建設部門の投入構成も利用している。 

・太陽電池は、4.2 .2 節において、想定 a,b,c,および d として述べる。なお、太陽電池は最終的に宇宙輸

送機・衛星組み立て部門に送られ、取り付け加工されると想定したため、そのための商業・輸送マー

ジンを「最終輸送」として作成した。 

・輸送機の機体数と運行回数 

はじめに、Frantz and Cambel(1981)より、システムの建設のための運行回数と補修のための運行回数を

区別した（図表 12 の（c）と（d））。そして、DOE/NASA（1980c）に掲載される耐用年数（図表 13

の(f)）とシステムの立ち上げ時に最初に必要な基数（図表 13 の(g)）を利用して、機体数を計測した。 

 

           図表 12 DOE/NASA:運行回数に関する基礎情報 

単位：回 

  SPS 建設の

基地建設 

衛星 2 基建設 運行回数 

（衛星 60 基） 

補修活動の

み 

運行回数 

（衛星 60 基＋補修活動） 

  (a) (b) (c)＝(a)+(b)×30 (d) (e)=(c)+(d) 

軌道間貨物輸送機 3 30 903 232 1,135 

軌道間人員輸送機 6 12 366 358 724 

低軌道貨物輸送機 118 375 11,368 1,826 13,194 

低軌道人員輸送機 32 30 932 598 1,530 

図注：(a)、(b)および(d)は、Frantz and Cambel(1981)。(c)と(e)は筆者ら計算。なお、(e)の値は、SPS システムの補修活

動であり、輸送機の摩耗による輸送機自体の補修を含んでいないが、それについては、図表 21 で示し、最終需要と

して挿入することに留意されたい。 

             

図表 13 DOE/NASA：輸送機の機数にかんする基礎情報 

単位：機 

  
耐用回数 初 期 必

要基数 

必要基数 

（衛星 60 基） 

必要基数 

（衛星 60 基＋補修） 
追加機体数 

  (f) (g) (h)=(c)/(f) (i)=(e)/(f) (j)=(i)-(h) 

軌道間貨物輸送機 10 23 91 114 23 

軌道間人員輸送機 50 2 8 15 7 

低軌道貨物輸送機 300 6 38 44 6 

低軌道人員輸送機 200 2 5 8 3 

図表注：（i）を計算するための（e）は図表 12、(f)と(g)は DOE/NASA（1980c）。(h)と(i)は筆者らの計算値。(h)

と(i)は単純に運行回数を耐用回数で割った値であるが、往復に要する日数と SPS の建設の期間を考慮しても、こ

の機数で想定上の運行をカバーできる。なお、(i)の値は、SPS システムの補修活動であり、輸送機の摩耗による

輸送機自体の補修を含んでいないが、それについては、図表 21 で示し、最終需要として挿入することに留意さ

れたい。 



16 

 

4.1b  USEFテザー型 SPSの最終需要ベクトル 

・衛星本体は、1m
2 あたりの値として、トランジスタ(1231 個)、ダイオード(445 個)、集積回路(MPU・

RAN 等 12 個)、抵抗・コンデンサ等(1210 個)、基盤（1kg）とし、また、衛星の基本構造として、16,600t、

テザーを 90 トンとした(USEF(2003))。単価は『機械統計年報』(経済産業省経済産業政策局調査統計部

(2001))と『部門別品目別国内生産額表』(総務省(2004))を利用した。 

・軌道間輸送機の推進剤(液体アルゴン 4,000t（3 基 1 セットあたり）)の単価は、『月刊積算資料』の年

平均値を利用している。また、軌道間輸送機の構造は、USEF(2003)、DOE/NASA(1978)の低軌道から静

止軌道までの貨物輸送機の物量構成比、産業連関表の単価表、および産業連関表の航空機ベクトルと

航空機ベクトルの波及効果を利用して推計している（補章参照）。 

・再使用型低軌道輸送機の推進剤(液体水素 125 トン/回、液体酸素 690 トン/回)の単価は、液体水素は

成尾他(1996)の値にもとづいて 2000 年値を推計し、液体酸素は『機械統計年報』の値である。なお、

構造重量 86 トンは、USEF（2003）、DOE/NASA(1978)の地上から低軌道までの貨物輸送機の物量構成

比、産業連関表の単価表、および産業連関表の航空機ベクトルと航空機ベクトルの波及効果を利用し

て推計している。 

・レクテナ(13km
2
)は、リファレンスシステム(DOE/NASA(1978))のレクテナとの面積比によって鋼材、

コンクリート、アルミ関連製品の物量をもとめ、その値と地上の大規模太陽光発電の鋼材量(化学工学

会第 1 種研究会(1995))等の比率から建設費用を推計した。単価は『機械統計年報』(経済産業省経済産

業政策局調査統計部(2001))と『部門別品目別国内生産額表』(総務省(2004))を利用した。また、インバ

ータ・制御装置は、化学工学第 1 種研究会(1995)から推計している。なお、レクテナを最終需要ベクト

ル化する際に、電力施設建設部門の投入構成も利用している。 

 ・太陽電池は、4.2.2 節において、想定 a,b,c,および d として述べる。なお、太陽電池は最終的に宇

宙輸送機・衛星組み立て部門に送られ、取り付け加工されると想定したため、そのための商業・輸送

マージンを「最終輸送」として作成した。 

・輸送機の機体数と運行回数 

USEF（2003）より、搭載貨物量を考慮して、図表 14 のように、SPS システム建設と補修の運行を区

分した。そして、輸送機の運用サイクルと建設期間の関係から、図表 15 の値を計測した。 
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図表 14  USEF テザー型 SPS の運行回数に関する基礎情報 

単位：回 

  低軌道上への軌道

間輸送機の配備

（＋軌道間輸送機

の燃料の輸送） 

衛 星 の 配

備 

運行回数全体 

（衛星 1 基） 

衛星の

補修 

衛星の補修に必

要な軌道間貨物

輸送機の燃料の

輸送 

補修のための

運行の合計 

合計 

 
(a) (b) (c)＝(a)+(b) (d) (e)=(c)+(d) (f)=(d)+(e) 

 

軌道間輸

送機 
― 1 1 1* ― 1* 2 

低軌道輸

送機 
400（＋200） 1,400 2,000 1,000 200 1,200 3,200 

図表注：USEF（2003）より搭載貨物量を考慮して筆者ら作成。軌道間輸送機は、図表 4 の図中に電気推進タグと

して示され、3 基で 1 式を構成しており、本図表中の値は、3 基（1 式）で換算した値。補修に関する米印(*)は、1

基が 3 回運行することから、合計 3 基（1 式）で 1 回運行することを意味する。 

 

図表 15 USEF テザー型：輸送機の機数にかんする基礎情報 

 

システムの建設に必要な基数 (a) システムの建設と補修に必要な基数 (b) 

軌道間輸送機 3 機 1 式 6 機 2 式 (3 機 1 式 ) 

低軌道輸送機 7 機 7 機 

図表注：USEF（2003）より作成。低軌送輸送機の(a)の値は、衛星、軌道間輸送機とその燃料の全てを運ぶ

機体を含む。なお、システムの建設時の打ち上げ回数と補修時の打ち上げ回数を区分可能なため、低軌道輸

送機については(a)と(b)で異なる値をとるとも考えられる。しかし、低軌道輸送機の運用サイクルが 2.45 日

で 2 年間で 2000 回打ち上げてシステムを建設するために、当初より少なくとも 7 機必要である。また、軌

道間貨物輸送機は、3 機（1 式）で衛星を低軌道から静止軌道に運んだ後は、1 機（1/3 式）が 25 年に 1 回

ずつ補修のために運行する。したがって、のべ 2 式必要である。ただし、3 基 1 式を再利用するならば、(b)

のカッコ内の値で示すように、補修を含めて 3 機 1 式であり、それについては、図表 24 の「USEF テザー

型（ⅱ）)」で述べる）。 

 

4.1c マルチバステザー型 SPSの最終需要 

・衛星本体は、1m
2 あたりの値として、トランジスタ(シリコントランジスタ：1W 以上：電源回路 4

個、電界効果型トランジスタ：MMIC68個)、ダイオード(シリコンダイオード 4個)、集積回路(MPU(CPU)4

個、DRAM4 個)、抵抗・コンデンサ(チップ抵抗器 8 個、タンタル電解コンデンサ(チップコンデンサ)8

個)、基盤(多層プリント配線板(4 層)1m
2
)、バッテリー(リチウム電池 4 個)とした。また、衛星の基本構

造として、アルミ圧延製品を 4,400t、テザーを 45t とした。単価は『機械統計年報』(経済産業省経済

産業政策局調査統計部(2001))と『部門別品目別国内生産額表』(総務省(2004))を利用した。 

・軌道間輸送機の推進剤(液体アルゴン 30t)の単価は、『月刊積算資料』の年平均値を利用している。ま



18 

 

た、軌道間輸送機の構造は、佐々木氏らによるシミュレーション解析の値、DOE/NASA(1978)の低軌道

から静止軌道までの貨物輸送機：「軌道間貨物輸送機」の物量構成比、産業連関表の単価表、および産

業連関表の航空機ベクトルと航空機ベクトルの波及効果を利用して推計している17。 

・再使用型低軌道輸送機の推進剤(液体水素 250 トン、液体酸素 1,500 トン)の単価は、液体水素は成尾

他(1996)の値にもとづいて 2000 年値を推計し、液体酸素は『機械統計年報』の値である。なお、構造

重量 200 トンは、DOE/NASA(1978)の地上から低軌道までの貨物輸送機：「低軌道貨物輸送機」の物量

構成比、産業連関表の単価表、および産業連関表の航空機ベクトルと航空機ベクトルの波及効果を利

用して推計している。 

・レクテナ(9.6km
2
)は、リファレンスシステム(DOE/NASA(1978))のレクテナとの面積比によって鋼材、

コンクリート、アルミ関連製品の物量をもとめ、その値と地上の大規模太陽光発電の鋼材量(化学工学

会第 1 種研究会(1995))等の比率から建設費用を推計した。また、インバータ・制御装置は、化学工学

第 1 種研究会(1995)から推計している。なお、レクテナを最終需要ベクトル化する際に、電力施設建設

部門の投入構成も利用している。 

・太陽電池は、4.2.2 節において、想定 a,b,c,および d として述べる。なお、太陽電池は最終的に宇宙輸

送機・衛星組み立て部門に送られ、取り付け加工されると想定したため、そのための商業・輸送マー

ジンを「最終輸送」として作成した。 

・輸送機の機体数と運行回数 

SPS 建設のための打ち上げ回数と必要基数は、図表 16 の通りである。なお、マルチバステザー型 SPS

では、補修のための活動を明示的には取り扱ってこなかったため、CO2 負荷やエネルギー評価におい

ては、後に示す DOE/NASA リファレンスシステムと USEF の情報にもとづいて、補修活動を挿入する。

なお、朝倉・中野（2009）は、補修活動を考慮しているかのような記述があるが、誤りである（正誤

表にて明記済）。 

       図表 16 マルチバステザー型：宇宙輸送にかんする基礎情報 

  SPS システムに必要な基数 のべ運行回数 

軌道間輸送機 171 機 600 回 

低軌道輸送機 14 機 1,000 回 

図表注：ISAS・JAXA の佐々木氏と成尾氏からの情報提供にもとづいて作

成。 

 

4.2 最終需要ベクトルの想定 

さらに、これまでの研究により、液体燃料（液体水素）および太陽電池の製造過程が CO2 排出量の

多寡を決定する「カギ」を握っていることが明らかになっていることから、4.2.1 節において液体燃料

について、4.2.2 節において、太陽電池について、それぞれ想定をおきながら、細かく最終需要ベクト

ルを作成していく。なお、経常・補修活動も CO2 排出量とエネルギー指標の計測に大きな影響を与え

るが、それについては、4.3 節で説明する。 

 

                                                           
17

 軌道間輸送機と再使用型低軌道輸送機については、補章：「軌道間輸送機と再使用型低軌道輸送機の最終需要ベ

クトルの作成について」を参照されたい。 
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4.2.1 液体燃料の想定（想定 Aと想定 B） 

液体水素は、成尾他（1996）を利用し、購入者価格の半額を生産者価格とし、2000 年価格評価を行

い、再び図表 11 の商業・輸送マージンを付加する手順をとっている。ただし、マージンを付加する際、

想定 A と想定 B をおいた。 

想定 A は、産業連関表の圧縮ガス・液化ガス部門（IO コード：202902）における生産者価格と購入

者価格の比率およびマージン構成比を利用するケース（結果として、液体水素の購入者価格は、生産

者価格の 1.2 倍）であり、文中の関連箇所において、「IO マージン」と表記する。想定 B は、成尾他（1996）

の液体水素全体の価格に占める輸送コスト（シェア）をそのまま利用する。したがって、想定 B は、

生産者価格と同じ金額だけの商業・輸送マージン額を設定し、産業連関表の圧縮ガス・液化ガス（IO

コード：202902）のマージン構成比を利用するケース（結果として、液体水素の購入者価格は、生産

者価格の 2 倍）であり、文中の関連箇所において、「報告書マージン」と表記する。 

 

4.2.2 太陽電池の想定（想定 a、想定 b、想定 c、想定 d）18 

 太陽電池は、図表 2、図表 4、図表 6 において、衛星本体と軌道間輸送機（DOE/NASA リファレン

スシステムでは、さらに宇宙基地）に搭載される。直近に公表されたマルチバステザー型 SPS では、

カバーガラスなしでも使用可能で放射線に強い太陽電池(現在では、CIGS のようなタイプの薄膜太陽

電池)を想定しているが、その物量構成の情報がない。 

これまでのわれわれの推計において、現時点で達成されていない高い変換効率の太陽電池の取り扱

い方法が統一されていなかったことから、本稿では、われわれが化学工学会（1995）と山田・小宮山

（2002）から作成した「10MW：変換効率 15％の多結晶シリコン太陽電池」と「10MW：変換効率 8％

のアモルファスシリコン太陽電池」にもとづいて、つぎのように統一的に整理し、1 つの SPS システ

ムについて、4 つの想定（想定 a,想定 b,想定 c,想定 d）をおいた太陽電池ベクトルを作成した。 

 はじめに、多結晶シリコン太陽電池については、 

 

・想定 a. 変換効率 15％の 10MW の多結晶シリコン太陽電池の原材料構成が、変換効率 x％の SPS 太

陽電池と同一であるとみなす。 

・想定 b. 変換効率 15％の 10MW の多結晶シリコン太陽電池をそのまま SPS システムに利用する。 

 

という想定をおいた。なお、変換効率 x％の x の値は、図表 7 の太陽電池の効率である。 

つぎに、アモルファスシリコン太陽電池については、 

 

・想定 c. 変換効率 8％の 10MW のアモルファスシリコン太陽電池の原材料構成が、変換効率 x％の SPS

太陽電池の原料構成と同一であるとみなす。 

・想定 d. 変換効率 8％の 10MW のアモルファスシリコン太陽電池をそのまま SPSシステムに利用する。 

 

                                                           
18

 本稿では、多結晶シリコン太陽電池とアモルファスシリコン太陽電池を高効率宇宙用太陽電池に想定して CO2

負荷計算とエネルギー収支を計測する。それは、宇宙用太陽電池の詳細な情報を入手できなかったからであり、2

つのタイプの太陽電池によって評価することに異論はあろうが、CO2原単位とエネルギー収支の「幅」を確認す

る作業として、ご理解頂きたい。 
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という想定を置いた。なお、変換効率 x％の x の値は、図表 7 の太陽電池の効率である。 

想定 a から想定 d について、変換効率 35％の太陽電池を搭載するマルチバステザー型 SPS を例にと

って説明する。想定 a では、変換効率 15％（10MW）の多結晶シリコン太陽電池の原材料投入量を 15/35

倍した後、衛星本体に 5.3GW、軌道間輸送機に 2,150.9kW の太陽電池に膨らませて搭載する。想定 b

では、変換効率 15%（10MW）の多結晶シリコン太陽電池を衛星本体に 5.3GW、軌道間輸送機に

2,150.9kW の太陽電池に膨らませて搭載する。また、想定 c では、変換効率 8％（10MW）のアモルフ

ァスシリコン太陽電池の原材料投入量を 8/35 倍した後、衛星本体に 5.3GW、軌道間輸送機に 2,150.9kW

の太陽電池に膨らませて搭載する。想定 d では、変換効率 8%（10MW）のアモルファスリコン太陽電

池を衛星本体に 5.3GW、軌道間輸送機に 2,150.9kW の太陽電池に膨らませて搭載する。なお、今回の

推計においては、カバーガラスをはずし、また、太陽電池の大量生産による 0.8 乗則等は適用していな

い。 

なお、これまでのわれわれの SPS 研究で採用した想定を整理すると、図表 17 となる。 

 

        図表 17 これまでに採用した太陽電池の想定 

SPS の構造 太陽電池の種類 想定 主要出展 

DOE/NASA 

リファレンスシステム 

多結晶シリコン 想定 b 吉岡他（1998a） 

アモルファスシリコン 想定 d 吉岡他（1998b） 

USEF テザー型 
多結晶シリコン 

アモルファスシリコン 

想定 a 

想定 c 
朝倉他（2003）、USEF（2003） 

マルチバステザー型 多結晶シリコン 想定 a 朝倉・中野（2009） 

図表注：これまでの研究について、太陽電池についての想定(想定 a,想定 b,想定 c,想定 d）にもとづいて整

理した図表。なお、出展については、本稿 3 頁も合わせて参照されたい。 

 

図表 17 で示すように、これまでの計測研究においては太陽電池の種類と想定も異なることから、本

稿では、3 つの SPS システムにたいして、想定 a から想定 d をそれぞれ適用して計算する。 

 4.2 節の最後に、これまで示した想定と最終需要の対応をまとめておく。 

 本節で示した想定は、4.2.1 節の液体水素についての想定 A と想定 B（合計 2 個）と、4.2.2 節の太陽

電池についての想定 a,想定 b,想定 c,および想定 d（合計 4 個）であり、それぞれの組み合わせにより、

合計 8 個の想定が生成される。 

 図表 18 は、最終需要と 8 個の想定の関係をまとめており、タテは構造物のリスト、ヨコは想定を示

している。表側の 1,2,3,･･･の値が、式（1）の lk,
f の k （構造物の番号）に対応し、表頭の 1,2,3,･･･,8

の値が、 lk,
f の l（想定の番号）に対応している。それぞれのk をヨコにみていくと、液体燃料の商業・

輸送マージンに関する 2 個の想定 A と想定 B、および太陽電池に関する 4 個の想定 a から想定 d を設

定することにより、合計で 8 個（ l =1,･･･,8）の最終需要のパターンが形成されていることがわかる。  
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図表 18 最終需要ベクトルと想定の関係リスト 

 

  

想定1 想定2 想定3 想定4 想定5 想定6 想定7 想定8

想定a
多結晶17.3%

想定b
多結晶15%

想定c
アモ17.3%

想定d
アモ8%

想定a
多結晶17.3%

想定b
多結晶15%

想定c
アモ17.3%

想定d
アモ8%

発電衛星 1 構造体

2 太陽電池 多結晶17.3% 多結晶15% アモ17.3% アモ8% 多結晶17.3% 多結晶15% アモ17.3% アモ8%

3 構造体

4 太陽電池 多結晶17.3% 多結晶15% アモ17.3% アモ8% 多結晶17.3% 多結晶15% アモ17.3% アモ8%

5 構造体

6
液アルゴ

ン・液酸・
液水

7 太陽電池 多結晶17.3% 多結晶15% アモ17.3% アモ8% 多結晶17.3% 多結晶15% アモ17.3% アモ8%

8 構造体

9 液酸液水

10 構造体

11 太陽電池 多結晶17.3% 多結晶15% アモ17.3% アモ8% 多結晶17.3% 多結晶15% アモ17.3% アモ8%

12 構造体

13
液メタン液

酸液水

14 構造体

15
液メタン液

酸液水

レクテナ 16

最終輸送 17 多結晶17.3% 多結晶15% アモ17.3% アモ8% 多結晶17.3% 多結晶15% アモ17.3% アモ8%

想定1 想定2 想定3 想定4 想定5 想定6 想定7 想定8

想定a
多結晶30%

想定b
多結晶15%

想定c
アモ30%

想定d
アモ8%

想定a
多結晶30%

想定b
多結晶15%

想定c
アモ30%

想定d
アモ8%

発電衛星 1 構造体

2 太陽電池 多結晶30% 多結晶15% アモ30% アモ8% 多結晶30% 多結晶15% アモ30% アモ8%

3 構造体

4 アルゴン

5 太陽電池 多結晶30% 多結晶15% アモ30% アモ8% 多結晶30% 多結晶15% アモ30% アモ8%

6 構造体

7 液酸・液水

8 電力

レクテナ 9

最終輸送 10 多結晶30% 多結晶15% アモ30% アモ8% 多結晶30% 多結晶15% アモ30% アモ8%

基地
（静止軌
道）

低軌道貨
物輸送機

低軌道
人員輸送
機

想定A：液水輸送（IOベース）

想定A：液水輸送（IOベース）

想定A：液水輸送（IOベース）

想定A：液水輸送（IOベース）

想定A：液水輸送（IOベース） 想定B：液水輸送（報告書ベース）

貨物打ち上げロケット・構造体

想定B：液水輸送（報告書ベース）

想定B：液水輸送（報告書ベース）

想定B：液水輸送（報告書ベース）

想定A：液水輸送（IOベース） 想定B：液水輸送（報告書ベース）

DOE/NASAリファレンスシステム

基地（低
軌道）

軌道間人
員輸送

軌道間貨
物輸送

軌道間輸
送機

基地（低軌道）・共通

基地（静止軌道）・共通

軌道間貨物輸送機・推進剤

発電衛星構造体

軌道間貨物輸送機・構造体

軌道間人員輸送機・構造体

発電衛星構造体

軌道間貨物輸送機・構造体

想定B：液水輸送（報告書ベース）

レクテナ・共通

人員打ち上げロケット・構造体

USEFテザー型

再使用型
低軌道輸
送機

想定A：液水輸送（IOベース） 想定B：液水輸送（報告書ベース）

再使用型低軌道輸送機・推進電力

レクテナ

再使用型低軌道輸送機・構造体

SPS構造物 k (式(1))

SPS構造物 k (式(1))

想定 l (式(1))

想定 l (式(1))
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図表 18（続） 最終需要ベクトルと想定の関係リスト 

 

 

4.3 経常活動・補修活動 

 SPS システムの補修活動については、未来技術ゆえの不確定要素もあり、これまでは明示的には扱

わなかった。図表 19 は、われわれの CO2負荷計算の過程で挿入した経常・補修活動の想定であり、3

つのシステムそれぞれが、補修活動を個別に取り扱っていることを示している。 

 

図表 19 これまでの研究経過における補修活動の設定 

 
衛星等 輸送機本体 

補修のための宇

宙空間での輸送

活動 

レクテナ 主要出展 

DOE/NASA リファレンス

システム 
未考慮 未考慮 考慮 未考慮 吉岡他（1998a,b） 

USEF テザー型 考慮 未考慮 考慮 考慮 
朝倉他（2003）、

USEF（2003） 

マルチバステザー型 未考慮 未考慮 未考慮 未考慮 朝倉・中野（2009） 

図表注：これまでの研究について、補修活動の挿入についてとりまとめた表である。なお、出展については、

本稿 3 頁も合わせて参照されたい。また、朝倉・中野（2009）は、補修活動を考慮しているかのような記述

があるが、誤りである（正誤表にて明記済）。 

 

 本稿では、統一的な枠組みで SPS システムを評価するとはいえ、補修活動を構造物全体にたいする比

率として外生的に与えると、原単位に大きな影響があることも事実である。したがって、本稿では、

これまでの公表されてきた補修活動の情報を整理し、それにもとづいて補修活動「率」を計算する。 

想定1 想定2 想定3 想定4 想定5 想定6 想定7 想定8

想定a
多結晶35%

想定b
多結晶15%

想定c
アモ35%

想定d
アモ8%

想定a
多結晶35%

想定b
多結晶15%

想定c
アモ35%

想定d
アモ8%

発電衛星 1 構造体

2 太陽電池 多結晶35% 多結晶15% アモ35% アモ8% 多結晶35% 多結晶15% アモ35% アモ8%

3 構造体

4 アルゴン

5 太陽電池 多結晶35% 多結晶15% アモ35% アモ8% 多結晶35% 多結晶15% アモ35% アモ8%

6 構造体

7 液酸液水

レクテナ 8

最終輸送 9 多結晶35% 多結晶15% アモ35% アモ8% 多結晶35% 多結晶15% アモ35% アモ8%

発電衛星構造体

軌道間貨物輸送機・構造体

再使用型低軌道輸送機・構造体

想定A：液水輸送（IOベース） 想定B：液水輸送（報告書ベース）

軌道間輸
送機

マルチバステザー型

軌道間貨物輸送機・推進剤

想定A：液水輸送（IOベース） 想定B：液水輸送（報告書ベース）

レクテナ

再使用型
低軌道輸
送機

SPS構造物 k (式(1))

想定 l (式(1))

図注：タテは SPS 構造物のリスト、ヨコは想定を示している。表側の 1,2,3,･･･の値が、式（1）の
lk,

f のk

（構造物の番号）に対応し、表頭の 1,2,3,･･･,8 の値が、
lk,

f の l （想定の番号）に対応している。それぞれ

のk をヨコにみていくと、液体燃料の輸送マージンに関する想定の A と B、および太陽電池に関する想定 a

から想定 d を設定することにより、8 個（ l =1,･･･,8）の最終需要のパターンが形成されていることがわか

る。 
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 そして、DOE/NASA リファレンスシステムと USEF テザー型 SPS システムの補修活動を整理し、そ

の値を、デブリ等の事故確率と比較して妥当ならば、補修活動が明示されていないマルチバステザー

型と第 7 節で計算するエネルギー評価に使用する。 

 図表 20 から図表 23 は、補修にかんする考え方を取りまとめており、今回は、定率法の考え方は援

用せず、比例的な定額（量）法にもとづいて計測した。もちろん、定率法で計算した方が最終的な補

修量は増えるが、1 年あたりに換算された補修率に差はない。そして、定率法で計算すると、補修部分

の CO2 排出原単位が年ごとに変化し、これまでの排出原単位の考え方と異なり、1 年あたりで「均等

化・平均化」する操作等が必要になる。なお、定率法については、SPS の発電単価の計測において利

用する予定である。 

 

図表 20 DOE/NASA リファレンスシステムの補修活動 

DOE/NASA   
補修倍率 

(建設時＝1) 
出展・推計の論拠等 

発電衛星 構造体 1.30 年 1%。柴田・松岡（1997a）と吉岡他（1998a）より。 

太陽電池 1.30 柴田・松岡（1997a）では、太陽電池の摩耗を考慮していな

いが、他と同様に 1%としておく。 

基地（静止軌道） 構造体 1.30 年 1%。柴田・松岡（1997a）と吉岡他（1998a）より。 

太陽電池 1.30 年 1%。柴田・松岡（1997a）と吉岡他（1998a）より。 

軌道間貨物輸送 構造体 1.25 DOE/NASA（1980c）と Frantz and Cambel(1981)より補修活

動の必要基数を計測。図表 13 の(i)/(h) 

太陽電池 1.63 補修用に追加する 23 機に 1%考慮。 

液アル・液

酸・液水 

1.26 DOE/NASA（1980c）と Frantz and Cambel(1981)より補修活

動の運行回数を計測。図表 13 の(e)/(c) 

軌道間人員輸送 構造体 1.88 DOE/NASA（1980c）と Frantz and Cambel(1981)より補修活

動の必要基数を計測。図表 13 の(i)/(h) 

液酸液水 1.98 DOE/NASA（1980c）と Frantz and Cambel(1981)より補修活

動の運行回数を計測。図表 13 の(e)/(c) 

基地（低軌道） 構造体 1.30 年 1%。柴田・松岡（1997a）と吉岡他（1998a）より。 

太陽電池 1.30 年 1%。柴田・松岡（1997a）と吉岡他（1998a）より。 

低軌道貨物輸送機 構造体 1.16 DOE/NASA（1980c）と Frantz and Cambel(1981)より補修活

動の必要基数を計測。図表 13 の(i)/(h) 

液メタン液

酸液水 

1.16 DOE/NASA（1980c）と Frantz and Cambel(1981)より補修活

動の運行回数を計測。図表 13 の(e)/(c) 

低軌道人員輸送機 構造体 1.60 DOE/NASA（1980c）と Frantz and Cambel(1981)より補修活

動の必要基数を計測。図表 13 の(i)/(h) 

液メタン液

酸液水 

1.64 DOE/NASA（1980c）と Frantz and Cambel(1981)より補修活

動の運行回数を計測。図表の(e)/(c) 

レクテナ   1.30 年 1%。柴田・松岡（1997）と吉岡他（1998a）より。 
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なお、地上の太陽光発電のインバータ・制御装置の耐用年

数（10 年）と補修率 1％を考慮した値も参考のために計測

する（図表 24b）。 

注：柴田・松岡（1997）の「1 年あたり建設に必要な資材の量の 1％」との記述があるが、当時の議論より、建

設時のトータルの 1％とした。 

 

図表 21  DOE/NASA の輸送機本体の補修 

DOE/NASA：輸送機の摩耗 
 

出展・推計の論拠等 

軌道間貨物輸送 2.50   柴田・松岡（1997a）より、補修率を 1/打ち上げ耐用回数とする。（左記

値は補修活動を含む）。耐用回数=10 回（DOE/NASA(1980c)） 

軌道間人員輸送  3.69   柴田・松岡（1997a）より、補修率を 1/打ち上げ耐用回数とする。（左記

値は補修活動を含む）。耐用回数=50 回（DOE/NASA(1980c)） 

低軌道貨物輸送機 2.32   柴田・松岡（1997a）より、補修率を 1/打ち上げ耐用回数とする。（左記

値は補修活動を含む）。耐用回数=300 回（DOE/NASA(1980c)） 

低軌道人員輸送機 3.13   柴田・松岡（1997a）より、補修率を 1/打ち上げ耐用回数とする。（左記

値は補修活動を含む）。耐用回数=200 回（DOE/NASA(1980c)） 

注：図表 20 で計測された値に摩耗を考慮している。 

 

図表 22 USEF テザー型の補修活動 

USEF   
補修倍率 

(建設時＝1) 
出展・推計の論拠等（すべて USEF(2003)） 

衛星 構造体 1.75  10 年ごとに 25% 

  太陽電池 1.75  10 年ごとに 25% 

軌道間輸送機 構造体    2.00  2 式（ペア）必要 

太陽電池 2.00  2 式（ペア）必要 

液体アルゴン             2.00  2 式（ペア）必要 

再使用型低軌道

輸送機 

構造体 1.00  建設時に必要な 7 基で補修活動もまかなう 

電力                 1.60  建 設 時 に 必 要 な 2000 回 に 補 修 用 の 1200 回 追 加

（3200/2000=1.6） 

液酸液水           1.60  建 設 時 に 必 要 な 2000 回 に 補 修 用 の 1200 回 追 加

（3200/2000=1.6） 

レクテナ             1.40  1%想定。なお、地上の太陽光発電のインバータ・制御装置

の耐用年数（10 年）と補修率 1％を考慮した値も参考のた

めに計測する（図表 24b）。 
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図表 23 USEF テザー型の輸送機本体の補修 

USEF テザー型輸送機の摩耗   出展・推計の論拠等 

軌道間輸送           2.0  新しく建設する（再利用する場合は 1.0） 

再使用型低軌道輸送機       1.91  柴田・松岡（1997a）より、補修率を 1/打ち上げ耐用回数と

する。なお、USEF テザー型では耐用回数は明示されていな

いが、7 基で 3200 回の輸送を行うことが可能なので、1 機

あたりの耐用回数を 500 回とする。 

図表注：図表 22 で計測された値に摩耗を考慮している。 

 

 図表 20 から図表 23 にもとづいて、経常運転・補修活動を考慮した最終需要を作成し、それを想定

ごとに集計し、建設時の最終需要と比較すると、図表 24a のようになる。なお、図中の右列の「USEF

テザー型（ⅱ）」は、軌道間輸送機を再利用するケースである。 

 

図表 24a  DOE/NASA リファレンスと USEF テザー型の経常運転・補修比率 

想定番号

（=l） 

（太陽電池と液体燃

料の輸送の対応） 

DOE/NASA リファ

レンスシステム 
USEF テザー型（ⅰ） USEF テザー型（ⅱ） 

想定 1 想定 A-想定 a 1.30 1.65 1.60 

想定 2 想定 A-想定 b 1.30 1.67 1.60 

想定 3 想定 A-想定 c 1.29 1.62 1.59 

想定 4 想定 A-想定 d 1.30 1.65 1.60 

想定 5 想定 B-想定 a 1.30 1.64 1.60 

想定 6 想定 B-想定 b 1.30 1.66 1.60 

想定 7 想定 B-想定 c 1.28 1.61 1.59 

想定 8 想定 B-想定 d 1.29 1.64 1.60 

  平均 1.30 1.64 1.60 

図注；経常運転・補修を考慮しない最終需要を基準（＝1）とし、経常運転・補修活動を考慮した

最終需要と比較した値。たとえば、本図表の 1 行 1 列目の「1.30」は、図表 18 の DOE/NASA リ

ファレンスシステムの想定 1（想定 A-想定 a）において、経常活動・補修活動を考慮しない最終

需要ベクトルの合計値を基準（＝1）とし、経常運転・補修活動を考慮した最終需要ベクトルの合

計値と比較した値。また、USEF テザー型（ⅰ）は軌道間輸送機を再利用しないケース、USEF テ

ザー型（ⅱ）は軌道間輸送機を再利用するケース。 

 

 図表 20 から図表 23 で見たように、DOE/NASA リファレンスシステムにおいても、USEF テザー型

においても、各パーツの補修比率は異なるが、それを集計して金額比にした図表 24 でみると、補修を

含めた必要物量は、それぞれ建設時の約 1.3 倍と 1.6 倍程度となることがわかる。したがって、平均比

例的に補修を考えるならば、DOE/NASA リファレンスシステムは、トータルの寿命が 30 年なので、年

率 1％の補修となる。また、USEF テザー型については、軌道間輸送機を再利用する「USEF テザー型

（ⅱ）」を基準にすると、トータルの寿命が 40 年なので、年率 1.5％の補修と考えられる。 
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 これらの値を、宇宙空間でのデブリの衝突とその影響、放射線による太陽電池や電子機器の影響等

と比較してみよう。ISAS/JAXA における調査・ヒアリングによれば19、放射線等による発電ロスは、

現在の宇宙用太陽電池については、静止衛星軌道上で 10 年で 5％から 10％、新しいタイプの太陽電池

(CIGS)では静止衛星軌道 10 年で数％程度である。また、デブリは、静止衛星軌道においては、そもそ

も地球に近い軌道より少ないとはいえ、さらにデブリの衝突の影響が広がらないようにパネルの構造

を考案する（モジュール化、ユニット化して衝突したモジュールあるいはユニット以上に衝突の影響

が伝播しないようにする）ことにより、40 年間で失われる電力は計算上は 0.1%以下、設計上の目標は

40 年間で 5％以下である。したがって、補修にかんする今回の積み上げ値によっても、現時点でのロ

スをカバーできる無理のない値と考えて、年率 1%と年率 1.5％の値を利用して計測を進める。 

 また、参考値として、図表 24b を示す。同図表は、レクテナに使用されるインバータ制御装置を地

上の太陽光発電と同様の耐用年数（10 年）と補修率（1％）を想定したうえで、全体の補修率を計算し

た図表である。もちろん、レクテナの発電パターンと地上の太陽光発電の発電パターンは大きく異な

ることから、同一の耐用年数で評価することに問題はあろうが、耐用年数が短くなることにより、全

体としての補修率も上昇しており、DOE/NASA リファレンスシステムのケースでは、建設時の 1.4 倍

程度であり、年率 1.4％、USEF については USEF テザー型（ⅱ）でみると、建設時の 1.7 倍程度であ

り、年率 1.7％と、それぞれ上昇する。この参考値ついては、第 6 節の発電単位あたり CO2負荷計算の

ときに再吟味する。 

 

図表 24b（参考）DOE/NASA リファレンスと USEF テザー型の経常運転・補修比率 

想定番号

（=l） 

（太陽電池と液体燃

料の輸送の対応） 

DOE/NASA リファ

レンスシステム 
USEF テザー型（ⅰ） USEF テザー型（ⅱ） 

想定 1 想定 A-想定 a 1.40 1.73 1.68 

想定 2 想定 A-想定 b 1.40 1.74 1.67 

想定 3 想定 A-想定 c 1.47 1.72 1.69 

想定 4 想定 A-想定 d 1.43 1.73 1.68 

想定 5 想定 B-想定 a 1.39 1.71 1.67 

想定 6 想定 B-想定 b 1.39 1.72 1.66 

想定 7 想定 B-想定 c 1.45 1.69 1.67 

想定 8 想定 B-想定 d 1.42 1.71 1.67 

  平均 1.41 1.72 1.67 

図注；図表 24a と計測方法は同一であるが、レクテナに使用するインバータ・制御装置を地上

の太陽光発電のインバータ・制御装置で評価して集計した値。 

 

本節の最後に、最終需要ベクトルの作成時点での留保すべき論点を整理しておく。 

はじめに、宇宙輸送技術の可能性については、いわゆるスペースシャトルの運用状況と、SPS システ

ムの低軌道輸送機の運用状況を比較検討してみたが、後者は非常に短期間で高頻度に再使用すること

を予定しており、それを可能にする技術が存在していることを前提している。また、CO2 負荷・エネ

                                                           
19

 ISAS 佐々木進氏よりご教示頂いた（2011 年 10 月）。 
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ルギー収支計算では、補修活動を考慮することにより、製品の寿命期間において、一定の発電量があ

ることを前提としているが、宇宙空間における太陽電池の放射線劣化が全般的平均的に起こる場合、

その具体的な補填・修理方法と補修率の対応関係を明確にしているわけではない。そして、SPS シス

テムは、化石燃料の燃焼を伴う地上の既存の発電設備と異なり、経常的に必要な経費等が現時点では

不明であることから、本稿においては、補修活動費用は経常活動費用を含む値としている。さらに 4.2.2

節の太陽電池の想定により、宇宙空間に運ぶ太陽電池の重量等が大きく変化することになるが、今回

の推計では、運行計画を変更していないことにも留意して頂きたい。 

 

5.CO2負荷計算の結果
20 

 本節は、SPS システムの建設過程から発生する CO2 負荷の計測結果をまとめる。なお、CO2 排出量

には、インバータ・制御装置まで含んだ値である。 

 図表 25 は、作成された最終需要ベクトルを式（1）に適用し、前節の想定ごとに CO2排出量を計測

した結果である。はじめに、図表の左の想定１（想定 A-想定 a）によって、全体を概観しよう。各シ

ステムの CO2 負荷は、DOE/NASA リファレンスが建設時に 11 億トン、USEF テザー型は 1 千万トンそ

して、マルチバステザー型は 1 千万トンである。DOE/NASA リファレンスシステムの非常に高い値は、

5GW の発電衛星を 60 基打ち上げるという壮大な想定にもとづくことに起因している。 

 また、同様に想定 1（想定 A-想定 a）で CO2 排出量の構成を見ると、DOE/NASA リファレンスシス

テム、USEF テザー型およびマルチバステザーでは大きく異なる。DOE/NASA は太陽電池のシェアが

建設時：6 割であり、レクテナが 2 割、そして、液体燃料が 1.5 割程度であって、太陽電池の排出シェ

アが最も高い。その一方、USEF テザー型とマルチバステザー型の第 1 位は液体燃料であり、CO2 排出

シェアの 5 割以上を占め、次が太陽電池であり、全体の 4 分の 1 程度、それに衛星構造とレクテナが

続く。また、アモルファスシリコン太陽電池によって評価する想定 3（想定 A-想定 c）や想定 4（想定

A-想定 d）では、DOE/NASA リファレンスシステムにおいても、太陽電池の排出シェアが低下し、レ

クテナや液体燃料のシェアが太陽電池を超えるケースも出ているが、その場合、USEF テザー型やマル

チバステザーでは、さらに液体燃料の排出シェアが高くなっている。 

この相違について、DOE/NASA リファレンスシステムとマルチバステザー型の輸送機に着目すると、

マルチバステザー型の再使用型低軌道輸送機は、(a)搭載貨物量：50t、(b)液体燃料 1,750t、(c)全質量：

2,000t であり、全質量に占める搭載貨物量：(a)/(c)が 2.5%、全質量に占める液体燃料の割合：(b)/(c)が

87.5％である。また、DOE/NASA リファレンスシステムにおいて、低軌道まで輸送する「低軌道貨物

輸送機」は、(a)搭載貨物量：424t、(b)液体燃料 9,246t、(c)全質量：11,040t であり、全質量に占める搭

載貨物量：(a)/(c)=3.8%、全質量に占める液体燃料の割合：(b)/(c)=83.8%である21。したがって、DOE/NASA

の輸送システムは、相対的に少ない燃料で大量の物資を運ぶことが可能であり、結果として、輸送燃

料からの CO2 負荷の割合が低くなり、太陽電池からの CO2 負荷の割合が高くなる。その一方、マルチ

バステザー型 SPS システムは、大量の液体燃料を必要とすることから、その CO2負荷の割合が高く、

太陽電池からの CO2 排出量の割合が低くなっていると類推される。そして、結果として、次節で示す

                                                           
20

 CO2排出量の重量単位（トン（t）、グラム（g））は、すべて CO2換算値として表記している。 
21

 DOE/NASA（1979）より。ただし、DOE/NASA リファレンスの低軌道貨物輸送機は、有翼 2 段式であり、推進

剤として、液体酸素と液体水素のほかに LNG も使用しており、今回想定した再使用型低軌道輸送機とは単純に比

較できないことに留意していただきたい。 
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発電単位あたり CO2 負荷の大きな違いの原因ともなっていることが伺える。 

 つぎに、液体燃料の商業・輸送マージンに関連する想定 A と想定 B を概観すると、DOE/NASA リフ

ァレンスでは、若干程度、想定 B が高く、USEF テザー型とマルチバステザー型では、想定 B が 1 割

程度高い。それは、DOE/NASA リファレンスでは、液体燃料の相対的なウェイトが低く、逆に、USEF

テザー型とマルチバステザー型は高いことから、想定 B では、USEF テザー型とマルチバステザー型

CO2 負荷への影響が大きいことがわかる。 

 さらに、多結晶シリコン太陽電池にかんする想定 a と想定 b では想定 b の方が、そして、アモルフ

ァスシリコン太陽電池にかんする想定 c と想定 d では想定 d の方が、それぞれ排出量が多くなること

は、想定から直接的に導かれる帰結である。なお、多結晶シリコン太陽電池に関連する想定 a と b よ

りも、アモルファスシリコン太陽電池に関連する想定 c と d の方が変動率が大きいため、太陽電池を

大量に使用する DOE/NASA リファレンスでは、想定 a と b の変動量より、想定 c と d の変動量の方が

大きい。しかし、USEF テザー型とマルチバステザー型は、太陽電池の使用量が相対的に少なく、また、

アモルファス太陽電池を使用することで、CO2 負荷の割合も小さくなることによって、DOE/NASA リ

ファレンスとは逆に、想定 a と b の変動量の方が大きくなっている22。 

そして、USEF テザー型とマルチバステザー型の排出量は、ほぼ同じではあるが、想定ごとに比較し

てみると、想定 A における想定 1 と想定 2 では、USEF テザー型の方が大きく、想定 3 と想定 4 では、

マルチバステザーの方が大きい。想定 B における想定 5 から想定 8 も同じ関係である。その理由につ

いて、想定 A について考察してみる。 

 想定 1 から想定 4 で変動する値は、太陽電池（含む最終輸送）の CO2 排出量のみであり、いずれの

想定においても、その CO2 排出量は、USEF テザー型の方が大きい。その一方、太陽電池以外の CO2

排出量は、いずれの想定においてもマルチバステザー型の方が若干大きい。したがって、想定 1 と想

定 2 のように、太陽電池の CO2 排出量も変動するとはいえ、太陽電池の排出量そのものが大きい場合

には、USEF テザー型の総 CO2 排出量が大きくなる。しかし、想定 3 や想定 4 のように、太陽電池の

CO2 排出量そのものが小さくなると、太陽電池以外の CO2 負荷が大きいマルチバステザー型の総 CO2

負荷が大きくなる。それが、想定 1 と想定 2、および想定 3 と想定 4 で、総 CO2 排出量の大小関係が

入れ替わる理由である。想定 B の大小関係の変動も同じ原因である。  

図表 26 は、SPS システムごとに、部門別 CO2 排出量の上位 5 部門を示している。それによれば、い

ずれの SPS システムにおいても、また、いずれの想定においても、直接・間接的には電力部門からの

CO2 排出量が大きいが、DOE/NASA より液体燃料多消費型の USEF テザー型やマルチバステザー型の

方が、電力の依存度が高いことがわかる。 

 図表 27 と図表 28 は、DOE/NASA リファレンスシステムの想定 1（想定 A-想定 a）と、マルチバス

テザー型の想定 1（想定 A-想定 a）をパーツごとに見た表である。SPS を構成する物的な構造は異なっ

ていても、直接間接的には、やはり電力生成部門からの CO2 排出量が大きいことが確認できる。 

  

                                                           
22

 もちろん、変動率で見るならば、多結晶シリコン太陽電池の a と b より、アモルファスシリコン太陽電池の c

と d の方が大きい。 
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図表 25 SPS システムの CO2 負荷（単位：万トン） 

想定1 想定2 想定3 想定4 想定5 想定6 想定7 想定8

想定a 想定b 想定c 想定d 想定a 想定b 想定c 想定d

多結晶
17.3%

多結晶
15％

アモ
17.3%

アモ
８％

多結晶
17.3％

多結晶
15％

アモ
17.3％

アモ
8％

発電衛星 構造体 2,297.5 2,297.5 2,297.5 2,297.5 2,297.5 2,297.5 2,297.5 2,297.5
太陽電池 62,434.5 72,007.8 11,037.7 23,869.1 62,434.5 72,007.8 11,037.7 23,869.1

構造体 7.6 7.6 7.6 7.6 7.6 7.6 7.6 7.6
太陽電池 1.7 2.0 0.3 0.7 1.7 2.0 0.3 0.7

構造体 80.9 80.9 80.9 80.9 80.9 80.9 80.9 80.9
液アルゴン・

液酸・液水 240.3 240.3 240.3 240.3 253.3 253.3 253.3 253.3

太陽電池 3,067.3 3,537.7 542.3 1,172.7 3,067.3 3,537.7 542.3 1,172.7
構造体 0.8 0.8 0.8 0.8 0.8 0.8 0.8 0.8

液酸液水 57.2 57.2 57.2 57.2 67.3 67.3 67.3 67.3
基地（低軌
道）

構造体 2.2 2.2 2.2 2.2 2.2 2.2 2.2 2.2
太陽電池 1.2 1.4 0.2 0.5 1.2 1.4 0.2 0.5

構造体 74.6 74.6 74.6 74.6 74.6 74.6 74.6 74.6
液メタン･液

酸･液水
14,693.8 14,693.8 14,693.8 14,693.8 16,166.3 16,166.3 16,166.3 16,166.3

構造体 2.2 2.2 2.2 2.2 2.2 2.2 2.2 2.2
液メタン･液

酸･液水
264.5 264.5 264.5 264.5 292.5 292.5 292.5 292.5

レクテナ 22,909.4 22,909.4 22,909.4 22,909.4 22,909.4 22,909.4 22,909.4 22,909.4

最終輸送 2,028.2 2,339.1 589.2 1,274.2 2,028.2 2,339.1 589.2 1,274.2

合計 108,164.7 118,520.7 52,803.5 66,951.8 109,692.4 120,048.4 54,331.2 68,479.5

想定1 想定2 想定3 想定4 想定5 想定6 想定7 想定8

想定a 想定b 想定c 想定d 想定a 想定b 想定c 想定d

多結晶
30%

多結晶
15％

アモ
30％

アモ
８％

多結晶
30％

多結晶
15％

アモ
30％

アモ
8％

発電衛星 構造体 75.6 75.6 75.6 75.6 75.6 75.6 75.6 75.6

太陽電池 249.1 483.1 44.0 160.2 249.1 483.1 44.0 160.2

構造体 6.6 6.6 6.6 6.6 6.6 6.6 6.6 6.6

液アルゴン 1.4 1.4 1.4 1.4 1.4 1.4 1.4 1.4

太陽電池 45.8 88.9 8.1 29.5 45.8 88.9 8.1 29.5

構造体 0.5 0.5 0.5 0.5 0.5 0.5 0.5 0.5

液酸・液水 543.1 543.1 543.1 543.1 638.3 638.3 638.3 638.3

電力 4.7 4.7 4.7 4.7 4.7 4.7 4.7 4.7

レクテナ 92.7 92.7 92.7 92.7 92.7 92.7 92.7 92.7

最終輸送 9.1 17.7 2.7 9.6 9.1 17.7 2.7 9.6

合計 1,028.6 1,314.3 779.4 923.8 1,123.9 1,409.6 874.6 1,019.1

想定1 想定2 想定3 想定4 想定5 想定6 想定7 想定8

想定a 想定b 想定c 想定d 想定a 想定b 想定c 想定d

多結晶
35％

多結晶
15％

アモ
35％

アモ
８％

多結晶
35％

多結晶
15％

アモ
35％

アモ
8％

発電衛星 構造体 111.7 111.7 111.7 111.7 111.7 111.7 111.7 111.7

太陽電池 219.5 512.1 38.8 169.8 219.5 512.1 38.8 169.8

軌道間輸送機 構造体 7.5 7.5 7.5 7.5 7.5 7.5 7.5 7.5

液アルゴン 6.1 6.1 6.1 6.1 6.1 6.1 6.1 6.1

太陽電池 15.2 35.5 2.7 11.8 15.2 35.5 2.7 11.8

構造体 4.7 4.7 4.7 4.7 4.7 4.7 4.7 4.7

液酸液水 545.1 545.1 545.1 545.1 640.7 640.7 640.7 640.7

レクテナ 69.2 69.2 69.2 69.2 69.2 69.2 69.2 69.2

最終輸送 7.3 17.0 2.1 9.2 7.3 17.0 2.1 9.2

合計 986.4 1,309.0 788.0 935.1 1,082.0 1,404.6 883.6 1,030.8

再使用型
低軌道輸送機

想定A
液水輸送（IOベース）

想定B
液水輸送（報告書ベース）

再使用型
低軌道輸送機

マルチバステザー型

軌道間輸送機

DOE/NASAリファレンス

想定A
液水輸送（IOベース）

想定B
液水輸送（報告書ベース）

基地
(静止軌道）

軌道間
貨物輸送

軌道間
人員輸送

低軌道
貨物輸送機

低軌道
人員輸送機

USEFテザー型

想定A
液水輸送（IOベース）

想定B
液水輸送（報告書ベース）

 

  

図表注；3 つの SPS システムについて、建設時の CO2排出量を計測した図表。想定との対応は、図表 18

を参照のこと。 
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図表 26 産業部門別 CO2排出量(上位 5 部門) 

DOE/NASAリファレンス 単位：％

1 事業用電力                              38.6 事業用電力                              39.3 事業用電力                              24.2 事業用電力                              23.6
2 銑鉄                                    11.1 銑鉄                                    10.5 銑鉄                                    18.2 銑鉄                                    15.6
3 自家発電                                9.2 自家発電                                9.3 LNG燃焼 10.1 自家発電                                10.0
4 石炭製品                                7.1 石炭製品                                7.1 自家発電                                8.7 LNG燃焼 8.0
5 LNG燃焼 4.9 LNG燃焼 4.5 石炭製品                                7.4 石炭製品                                7.8
その他 29.0 その他 29.2 その他 31.4 その他 35.0
合計 100.0 100.0 100.0 100.0
参考：合計（億トン） 10.8 11.9 5.3 6.7

1 事業用電力                              38.2 事業用電力                              39.0 事業用電力                              23.9 事業用電力                              23.3
2 銑鉄                                    11.0 銑鉄                                    10.4 銑鉄                                    17.8 銑鉄                                    15.3
3 自家発電                                9.1 自家発電                                9.2 LNG燃焼 9.8 自家発電                                9.8
4 石炭製品                                7.0 石炭製品                                7.0 自家発電                                8.5 LNG燃焼 7.8
5 LNG燃焼 4.9 LNG燃焼 4.5 石炭製品                                7.2 石炭製品                                7.7
その他 29.8 その他 29.9 その他 32.8 その他 36.1

100.0 100.0 100.0 100.0
参考：合計（億トン） 11.0 12.0 5.4 6.8

USEFテザー型

1 事業用電力                              57.8 事業用電力                              55.4 事業用電力                              59.5 事業用電力                              53.5
2 自家発電                                6.8 自家発電                                7.6 自家発電                                5.8 自家発電                                7.2
3 銑鉄                                    4.6 石炭製品                                5.2 圧縮ガス・液化ガス                      5.5 銑鉄                                    4.9
4 石炭製品                                4.6 銑鉄                                    4.6 銑鉄                                    4.7 石炭製品                                4.7
5 圧縮ガス・液化ガス                      4.2 圧縮ガス・液化ガス                      3.3 石炭製品                                3.9 圧縮ガス・液化ガス                      4.7
その他 22.0 その他 23.9 その他 20.5 その他 24.9

100.0 100.0 100.0 100.0
参考：合計（万トン） 1,029 1,314 779 924

1 事業用電力                              53.8 事業用電力                              52.4 事業用電力                              54.3 事業用電力                              49.6
2 自家発電                                6.5 自家発電                                7.3 道路貨物輸送                            6.2 自家発電                                6.9
3 道路貨物輸送                            5.1 石炭製品                                4.9 自家発電                                5.5 道路貨物輸送                            5.6
4 銑鉄                                    4.4 銑鉄                                    4.4 圧縮ガス・液化ガス                      4.9 銑鉄                                    4.6
5 石炭製品                                4.3 道路貨物輸送                            4.4 銑鉄                                    4.4 石炭製品                                4.4
その他 26.0 その他 26.6 その他 24.7 その他 29.0

100.0 100.0 100.0 100.0
参考：合計（万トン） 1,124 1,410 875 1,019

マルチバステザー型

1 事業用電力                              58.4 事業用電力                              55.5 事業用電力                              59.9 事業用電力                              53.8
2 自家発電                                6.6 自家発電                                7.6 自家発電                                5.8 自家発電                                7.2
3 圧縮ガス・液化ガス                      4.4 石炭製品                                5.0 圧縮ガス・液化ガス                      5.5 圧縮ガス・液化ガス                      4.7
4 銑鉄                                    4.3 銑鉄                                    4.4 銑鉄                                    4.3 石炭製品                                4.5
5 石炭製品                                4.3 圧縮ガス・液化ガス                      3.4 石炭製品                                3.6 銑鉄                                    4.5
その他 22.1 その他 24.2 その他 20.9 その他 25.3
合計 100.0 100.0 100.0 100.0
参考：合計（万トン） 986.4 1309.0 788 935

1 事業用電力                              54.2 事業用電力                              52.5 事業用電力                              54.6 事業用電力                              49.8
2 自家発電                                6.3 自家発電                                7.3 道路貨物輸送                            6.1 自家発電                                6.9
3 道路貨物輸送                            5.3 石炭製品                                4.7 自家発電                                5.6 道路貨物輸送                            5.6
4 圧縮ガス・液化ガス                      4.0 道路貨物輸送                            4.4 圧縮ガス・液化ガス                      4.9 圧縮ガス・液化ガス                      4.2
5 銑鉄                                    4.0 銑鉄                                    4.1 銑鉄                                    3.9 銑鉄                                    4.2
その他 26.2 その他 26.9 その他 24.8 その他 29.2
合計 100.0 100.0 100.0 100.0
参考：合計（万トン） 1,082 1,405 884 1,031

想定8（想定B想定d）想定7(想定B想定c )想定6（想定B想定b）想定5(想定B想定a）

想定1(想定A想定a）

想定1(想定A想定a） 想定2（想定A想定b） 想定3(想定A想定c ) 想定4（想定A想定d）

想定5(想定B想定a） 想定6（想定B想定b） 想定7(想定B想定c ) 想定8（想定B想定d）

想定2（想定A想定b） 想定3(想定A想定c ) 想定4（想定A想定d）

想定1(想定A想定a） 想定2（想定A想定b） 想定3(想定A想定c ) 想定4（想定A想定d）

想定5(想定B想定a） 想定6（想定B想定b） 想定7(想定B想定c ) 想定8（想定B想定d）

 

 

  

図表注；SPS システム別・想定別に、部門別 CO2排出量の上位 5 部門を抽出。 
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図表 27 SPS 構造別・産業部門別 CO2 排出量（上位 5 部門） 

（DOE/NASA リファレンスシステム、上位 5 部門） 

想定1（想定A（IOマージン）想定a（多結晶17.3%）)のケース 単位：％

1 事業用電力                              30.5 事業用電力                              28.9

2 自家発電                                12.4 自家発電                                14.4

3 銑鉄                                    7.3 石炭製品                                9.5

4 板ガラス・安全ガラス                    6.2 銑鉄                                    8.0

5 石炭製品                                6.2 アルミニウム（含再生）                  5.0

その他 37.4 その他 34.1

合計 100.0 合計 100.0

参考値：合計(万トン) 2,297.5 参考値：合計(万トン) 7.6

1 事業用電力                              31.1 事業用電力                              27.5

2 自家発電                                11.7 自家発電                                14.6

3 板ガラス・安全ガラス                    8.5 石炭製品                                10.7

4 銑鉄                                    5.8 銑鉄                                    10.4

5 石炭製品                                5.7 アルミニウム（含再生）                  6.1

その他 37.3 その他 30.7

合計 100.0 合計 100.0

参考値：合計(万トン) 80.9 参考値：合計(万トン) 0.8

1 事業用電力                              28.7 事業用電力                              30.9

2 自家発電                                14.5 自家発電                                15.1

3 石炭製品                                9.8 銑鉄                                    7.8

4 銑鉄                                    8.1 石炭製品                                7.7

5 アルミニウム（含再生）                  5.3 宇宙輸送機関連                               3.0

その他 33.6 その他 35.4

合計 100.0 合計 100.0

参考値：合計(万トン) 2.2 参考値：合計(万トン) 74.6

1 事業用電力                              30.9 銑鉄                                    37.6

2 自家発電                                15.1 事業用電力                              12.8

3 銑鉄                                    7.8 石炭製品                                10.4

4 石炭製品                                7.7 自家発電                                9.2

5 宇宙輸送機関連                               3.0 粗鋼（転炉）                            3.3

その他 35.4 その他 26.7

合計 100.0 合計 100.0

参考値：合計(万トン) 2.2 参考値：合計(万トン) 22,909.4

1 事業用電力                              42.8 事業用電力                              47.6

2 LNG燃焼計 35.0 自家発電                                10.7

3 LNG液化計 5.8 石炭製品                                7.5

4 圧縮ガス・液化ガス                      4.6 銑鉄                                    4.7

5 自家発電                                2.4 アルミニウム（含再生）                  3.5

その他 9.4 その他 26.0

合計 100.0 合計 100.0

参考値：合計(万トン) 15,255.8 参考値：合計(万トン) 65,504.7

1 事業用電力                              18.8

2 自家輸送（旅客自動車）                  15.6

3 道路貨物輸送                            10.6

4 自家輸送（貨物自動車）                  10.2

5 卸売                                    7.9

その他 36.9

合計 100.0

参考値：合計(万トン) 2,028.2

発電衛星構造体 基地_(静止軌道)・構造体

軌道間貨物輸送機・構造体 軌道間人員輸送機・構造体

基地（低軌道）・構造体 低軌道貨物輸送機・構造体

低軌道人員輸送機・構造体 レクテナ

液体燃料合計
軌道間貨物・軌道間人員・低軌道貨物輸

太陽電池合計
衛星本体搭載・基地（静止軌道）・

最終輸送
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図表 28 パーツ別・産業部門別 CO2排出量 

（マルチバステザー型、上位 5 部門） 

想定１（想定A（IOマージン）想定a（多結晶35%））のケース 単位：％

1 事業用電力                              35.4 事業用電力                              32.7
2 自家発電                                10.4 自家発電                                12.9
3 銑鉄                                    6.2 銑鉄                                    6.5
4 石炭製品                                5.5 石炭製品                                5.7
5 その他の電子部品                        3.6 宇宙輸送機関連 3.4
その他 38.9 その他 38.9
合計 100.0 合計 100.0
参考値：合計(万トン) 111.7 参考値：合計(万トン) 7.5

1 事業用電力                              73.1 事業用電力                              30.9
2 圧縮ガス・液化ガス                      7.9 自家発電                                15.1
3 自家発電                                3.7 銑鉄                                    7.8
4 石炭製品                                2.2 石炭製品                                7.7
5 道路貨物輸送                            2.1 宇宙輸送機関連 3.0
その他 11.1 その他 35.4
合計 100.0 合計 100.0
参考値：合計(万トン) 6.1 参考値：合計(万トン) 4.7

1 銑鉄                                    23.4 事業用電力                              73.1
2 事業用電力                              23.3 圧縮ガス・液化ガス                      7.9
3 自家発電                                8.9 自家発電                                3.7
4 石炭製品                                7.8 石炭製品                                2.2
5 半導体素子                              4.0 道路貨物輸送                            2.1
その他 32.6 その他 11.1
合計 100.0 合計 100.0
参考値：合計(万トン) 69.2 参考値：合計(万トン) 545.1

1 事業用電力                              47.6 事業用電力                              18.8
2 自家発電                                10.7 自家輸送（旅客自動車）                  15.6
3 石炭製品                                7.5 道路貨物輸送                            10.6
4 銑鉄                                    4.7 自家輸送（貨物自動車）                  10.2
5 アルミニウム（含再生）                  3.5 卸売                                    7.9
その他 26.0 その他 36.9
全体 100.0 合計 100.0
参考値：合計(万トン) 234.7 参考値：合計(万トン) 7.3

太陽電池
（衛星本体搭載＋軌道間輸送機搭載）

太陽電池の輸送

衛星構造体 軌道間輸送機

液体アルゴン 再使用型低軌道輸送機

レクテナ 液酸液水素

 

 

 

  

図表注；マルチバステザー型 SPS の想定 1（想定 A 想定 a）について、CO2排出量を部門別に示した図表。

「軌道間輸送機」と「再使用型低軌道輸送機」に「宇宙輸送機関連」部門が出現しているが、それは、補章

で述べるように、航空機部門を利用して宇宙輸送機部門を作成したためである。 

図表注；DOE/NASA リファレンスシステムの想定 1（想定 A 想定 a）について、CO2排出量を部門別に示し

た図表。「低軌道貨物輸送機・構造体」と「低軌道人員輸送機・構造体」に「宇宙輸送機関連」部門が出現

しているが、それは、補章で述べるように、航空機部門を利用して宇宙輸送機部門を作成したためである。 
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6. 発電単位あたりの CO2排出量の比較 

 本節は、発電単位あたりの CO2 負荷の比較検討を行う。計算は、一般的な CO2原単位の計測にそく

して、つぎのように行う。 

  

 発電単位あたり CO2排出量（1 年あたり：g-CO2/kWh） 

             = 建設時 CO2 排出量（1 年あたり：g-CO2/kWh） 

             ＋経常・補修活動（1 年あたり：g-CO2/kWh）     ・・・（2） 

   

   式（2）の右辺第 1 項は、図表 25 の SPS システムの建設時の CO2 総排出量をシステムの耐用年数

（図表 7）を考慮した総発電量で割った値である。また、右辺第 2 項は、図表 24a をもとに計測した

経常運転・補修活動率（全体建設にたいする年率）として、DOE/NASA リファレンスシステムは 1％、

USEF テザー型は 1.5%、そしてマルチバステザー型は、USEF テザー型を利用して 1.5％の値を外生的

に与え、それぞれの耐用年数を考慮した総発電量で割った値である。なお、ここで使用する発電量は、

図表 7 の「発電能力（2）」にもとづく値であること、CO2 負荷にはインバータ制御装置が入っている

ことに留意されたい。 

 計測結果を見てみる。図表 29 は想定 A（液体水素に IO 表のマージン使用）の発電単位あたり CO2

負荷（g-CO2/kWh）であり、図表 30 は想定 B（液体水素に報告書のマージン使用）の発電単位あたり

CO2 負荷（g-CO2/kWh）である。なお、それぞれの図表においては、左側に多結晶シリコン太陽電池を

搭載するケースを整理し、右側にアモルファスシリコン太陽電池を搭載するケースを整理している。 

 図表 29 では、DOE/NASA リファレンスシステムの単位あたり CO2負荷が非常に低く、地上の太陽

光発電の 2 割弱であり、また、USEF テザー型とマルチバステザー型は、地上の太陽光発電の 4 割から

6 割程度となっていることがわかる。また、図表 30 の液体水素の輸送マージンが大きい場合も同様で

あるが、相対的に液体燃料の使用が少ない DOE/NASA リファレンスシステムを除き、一つ一つの SPS

システムは、図表 29 より 1 割程度高い値を示していることがわかる。 

 そして、USEF テザー型とマルチバステザー型の単位当たり CO2 排出量は、ほぼ同じと考えてもよい

が、想定 1 で比較すると USEF テザー型の方が高く、想定 2 は同じ、そして、想定 3 と想定 4 で比較

すると、マルチバステザー型の方が若干高いというように、単位当たりの値の大小関係が入れ替わる

が、その理由については、第 5 節で述べたとおりである。 

 つぎに、図表 29 と図表 30 を基準として、参考値として、2 つのケースについて、単位あたり CO2

排出量（増減値）を見てみる。 

 図表 31 は、図表 24b の経常運転・補修活動率をもちいて計測された単位あたり CO2 排出量（増減値）

である。図表 29 と図表 30 と同様に、発電量は、図表 7 の「発電能力（2）」にもとづく値であり、CO2

負荷にはインバータ・制御装置が入っている。図表 31 より、補修率が上がれば、当然 CO2 排出量も増

加するが、その値としては、1g から 3g（g-CO2/kWh）と読み取れることがわかる。また、図表 32 は、

図表 7 の発電能力（1）をベースにして、インバータを除いて計測した単位あたり CO2 排出量である。

発電電力量が増え、インバータの製造・設置からの CO2 負荷が低下することにより、単位あたり CO2

負荷は 1g から 4g（g-CO2/kWh）程度低下している。 
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図表 29 発電単位あたり CO2 排出量（g-CO2/kWh）:想定 A（IO マージン） 
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 図表注：SPS の建設および補修活動の CO2 排出量から計測される発電単位あたり CO2 排出量。棒グラ

フの上の数値は、建設時と運転・補修を全て含めた総 CO2 排出量。棒グラフの中の値は、建設時の CO2

排出量。これまでの SPS の CO2 負荷計算においては、CO2排出量にインバータの製造過程を含めていたが、

発電量を図表 7 の「発電能力（1）」にもとづいて計測していた。本稿の再計算においてもインバータの製

造過程の CO2排出量を含むが、発電量は図表 7 の「発電能力（2）」にもとづく値で再計算したため、発電

単位あたり CO2排出量の値がこれまでより増加することに留意されたい（本稿第 2 節）。なお、地上の太

陽光発電は、屋根置き型でインバータ等の電気設備も含んで値であり、中野（2008）を式（1）で再評価

した値。パワーコンディショナ（製品寿命 10 年）を除いて、耐用年数は 20 年である。 
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図表 30 発電単位あたり CO2 排出量（g-CO2/kWh）:想定 B（報告書マージン） 
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 図表注：SPS の建設および補修活動の CO2 排出量から計測される発電単位あたり CO2 排出量。棒グラフ

の上の数値は、建設時と運転・補修を全て含めた総 CO2 排出量。棒グラフの中の値は、建設時の CO2 排出

量。これまでの SPS の CO2負荷計算においては、CO2排出量にインバータの製造過程を含めていたが、発電

量を図表 7 の「発電能力（1）」にもとづいて計測していた。本稿の再計算においてもインバータの製造過程

の CO2排出量を含むが、発電量は図表 7 の「発電能力（2）」にもとづく値で再計算したため、発電単位あた

り CO2排出量の値がこれまでより増加することに留意されたい（本稿第 2 節）。なお、地上の太陽光発電は、

屋根置き型でインバータ等の電気設備も含んで値であり、中野（2008）を式（1）で再評価した値。パワー

コンディショナ（製品寿命 10 年）を除いて、耐用年数は 20 年である。 
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最後に、図表 33 によって、SPS システムの単位あたり CO2 排出量を既存の発電設備の値と比較して

みると、化石燃料を燃焼させる発電方法とに比べると非常に小さい値であることがわかるが、原子力

発電と比較すると、DOE/NASA リファレンスは同程度あり、USEF テザー型とマルチバステザー型は、

原子力発電よりやや高いことが見てとれる。 

 

図表 31 経常運転・補修率を変更した場合の発電単位あたり CO2排出量 

液水：想定A（IOマージン） 増減値 液水：想定B（報告書マージン） 増減値
DOE/NASA：想定1 （想定A_a：多結晶17.3％） 2 DOE/NASA：想定5 （想定B_a：多結晶17.3％） 2
DOE/NASA：想定2 （想定A_b：多結晶15％) 2 DOE/NASA：想定6 （想定B_b：多結晶15％) 2
USEF：想定1 （想定A_a:多結晶30%） 2 USEF：想定5 （想定B_a:多結晶30%） 3
USEF：想定2 （想定A_b多結晶15%） 3 USEF：想定6 （想定B_b多結晶15%） 3
MULTI：想定1 (想定A_a:多結晶35%） 2 MULTI：想定5 (想定B_a:多結晶35%） 3
MULTI：想定2 （想定A_b:多結晶15%） 3 MULTI：想定6 （想定B_b:多結晶15%） 3
DOE/NASA：想定3 （想定A_c：アモ17.3％） 1 DOE/NASA：想定7 （想定B_c：アモ17.3％） 1
DOE/NASA：想定4 （想定A_d:アモ8%） 1 DOE/NASA：想定8 （想定B_d:アモ8%） 1
USEF：想定3 （想定A_c：アモ30%） 2 USEF：想定7 （想定B_c：アモ30%） 2
USEF：想定4 （想定A_d：アモ8%） 2 USEF：想定8 （想定B_d：アモ8%） 2
MULTI：想定3 （想定A_c:アモ35%） 2 MULTI：想定7 （想定B_c:アモ35%） 2
MULTI：想定4 （想定A_d:アモ8%） 2 MULTI：想定8 （想定B想_d:アモ8%） 2

g-CO2/kWh

 

 

 

図表 32 発電ポイントを変更した場合の発電単位あたり CO2排出量 

液水：想定A（IOマージン） 増減値 液水：想定B（報告書マージン） 増減値
DOE/NASA：想定1 （想定A_a：多結晶17.3％） -1 DOE/NASA：想定5 （想定B_a：多結晶17.3％） -1
DOE/NASA：想定2 （想定A_b：多結晶15％) -1 DOE/NASA：想定6 （想定B_b：多結晶15％) -1
USEF：想定1 （想定A_a:多結晶30%） -3 USEF：想定5 （想定B_a:多結晶30%） -3
USEF：想定2 （想定A_b多結晶15%） -4 USEF：想定6 （想定B_b多結晶15%） -4
MULTI：想定1 (想定A_a:多結晶35%） -3 MULTI：想定5 (想定B_a:多結晶35%） -3
MULTI：想定2 （想定A_b:多結晶15%） -4 MULTI：想定6 （想定B_b:多結晶15%） -4
DOE/NASA：想定3 （想定A_c：アモ17.3％） -1 DOE/NASA：想定7 （想定B_c：アモ17.3％） -1
DOE/NASA：想定4 （想定A_d:アモ8%） -1 DOE/NASA：想定8 （想定B_d:アモ8%） -1
USEF：想定3 （想定A_c：アモ30%） -2 USEF：想定7 （想定B_c：アモ30%） -3
USEF：想定4 （想定A_d：アモ8%） -3 USEF：想定8 （想定B_d：アモ8%） -3
MULTI：想定3 （想定A_c:アモ35%） -2 MULTI：想定7 （想定B_c:アモ35%） -2
MULTI：想定4 （想定A_d:アモ8%） -3 MULTI：想定8 （想定B想_d:アモ8%） -3

g-CO2/kWh

 

 

 

 

  

図表注：マイクロ波を直流変換した時点（図表 7 の発電能力（1））にもとづいて計測した CO2排出量（増減値）。

CO2 排出量には、インバータ制御装置からの CO2排出量は含まない。本図表左は図表 29 の総排出量、本図表右は図

表 30 の総排出量をそれぞれ基準にして、発電単位あたり CO2 排出の増減値である。 

図表注：図表 24b にもとづいて計測した CO2排出量（図表 29 と図表 30 を基準にした増減値）。レクテナのイ

ンバータ・制御装置の耐用年数を地上の太陽光発電の耐用年数で評価し、経常運転・補修率を計測したケース

である。本図表左は図表 29 の総排出量、本図表右は図表 30 の総排出量をそれぞれ基準にして、発電単位あ

たり CO2排出の増減値である。 
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図表 33 既存の発電システムの発電単位あたり CO2 負荷 

     
 g-CO2/kWh 

 

 
  送電端 受電端（参考） 

 

 
  経常時 建設時 合計 経常時 建設時 合計 

 

 
LNG 492.4 1.8 494.2 523.8  1.9  525.7  

 

 
石炭 1004.4 3.1 1007.4 1068.5  3.3  1071.8  

 

 
石油 722.9 1.8 724.7 769.0  1.9  771.0  

 

 
原子力 12.4 2.9 15.2 13.1  3.1  16.2  

 

         
図表注：慶應義塾大学産業研究所環境問題分析グループ（1996）をもとに、式（1）で推計。2000 年価格の最終需要

ベクトル作成方法は、中野（2009a）を参照のこと。なお、原子力発電は加圧水型である。また、全ての発電方法に

おいて、最終処分、廃棄、再利用等のプロセスは含めていない。そして、SPS システムと比較するために、送電端ベ

ースの値を示している。送配電のロスを考慮した受電端ベースの値も参考値として示す。なお、LNG の液化過程か

ら発生する CO2負荷は、産業環境管理協会（2002）をもちいて別途付加している（本稿第 3 節参照）。 

 

7.エネルギー評価 

 1970 年代以降、財・サービスの生産活動をエネルギー消費の観点から評価する研究が行われ、産業

部門や家計消費のエネルギー投入量が計測され、その指標化が試みられてきた。わが国においても、

とくに発電設備にかんして、茅（1980）、科学技術庁(1982) 、および内山・山本（1991）等に見られる

ように、エネルギーの投入量と産出量の観点から、エネルギー収支比（Energy Profit Ratio, Energy Payback 

Ratio : EPR）、正味エネルギー収支、およびエネルギー回収年数（Energy Payback Time: EPT）等が計測

され、発電システムの評価に利用されてきた。そこでは、発電設備が生産するエネルギー＝エネルギ

ー収入と、エネルギーを生産するために必要な投入エネルギー=エネルギー支出が計測され、エネルギ

ーの収入と支出を比較することによって、発電システムが評価されている。本節では、代表的なエネ

ルギー評価指標として、EPT と EPR に着目する23。 

EPR と EPT の計算においては、第 1 に、発電燃料を含めて計測するかどうか、そして第 2 に、投入・

産出するエネルギーを 1 次エネルギーとして評価するか、2 次エネルギーとして評価するかを定めねば

ならない。 

第 1 の論点については、そもそも発電燃料を含めて計測する場合と含めずに計測する場合があり、

燃料を含めずに計算するならば24、EPR＞1、正味エネルギー収支＞0 であることが発電プラントの成立

条件であり、EPR が高いシステムや EPT が短いシステムが一般的に優れたシステムとして評価される。

SPS は、発電燃料を明示的に必要としないが、化石燃料を使用する既存の発電技術については発電燃

料を含めた値と含めない値も計算し、比較検討する。 

                                                           
23

 SPS システム自体も発電技術であることから、最初の SPS システムである DOE/NASA リファレンスシステム

については、DOE/NASA(1980b) 、Frantz and Cambel(1981)、Herendeen and Rebitzer(1979)、および Weingartner and 

Blumenberg(1995)等によって議論されているが、本稿は複数の SPS システムを産業連関計算の枠組みにもとづいて

統一的に評価することから、それらの研究については、手法等も含めて別稿にて論じる。 

24
 ここでは、プラントの建設・運用にかかわる労働者が消費するエネルギーも除いている（内山・山本(1991)）。 
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第 2 の論点については、茅（1980）は、いくつかの計測式を示しつつ、基準として、産出エネルギ

ー＝電力は、2 次エネルギーで評価し、投入エネルギーは、電力を含めて全て 1 次エネルギーとして評

価しており、また、内山・山本（1991）は、全て 1 次エネルギーに換算して、比較研究を行う。本稿

におけるエネルギー換算値の採用基準は、計算手法として産業連関計算をもちいることに即して判断

せねばならない。それは、積み上げ法と比較した産業連関法の特徴は、ある製品の生産過程に必要な

財・サービスをモデルの計算過程として追跡していくことであることから、エネルギー指標の計算に

おいて全て 1 次エネルギーの換算値をもちいると、2 次エネルギーを投入する部門と 1 次エネルギーか

ら 2 次エネルギーに転換する部門において、エネルギー量を二重計算することになるため、2 次エネル

ギーは 1 次エネルギーに換算せずに計算する。したがって、2 次エネルギーを生産するための直接的な

エネルギー量は、2 次エネルギーを投入する部門ではなく、エネルギー転換部門に計上される。なお、

電力の 2 次エネルギーとしての発熱量は、1kWh=3600kJ としている。 

つぎに具体的な計算式を述べる。EPR と EPT において、発電燃料を含まない場合は、 

 

   ・エネルギー収支比（EPR）=（E_out×n）/（E_in_1＋E_in_2×n）                        (3) 

   ・エネルギー回収年数（EPT）＝E_in_1/ (E_out－E_in_2)                                  (4) 

ただし、 

 E_out：発電設備の年間発電量（エネルギー収入/year） 

 E_in_1：発電システムの建設時の投入エネルギー (エネルギー支出) 

 E_in_2：発電設備の運用・修繕補修時の投入エネルギー(エネルギー支出/ year) 

 n：発電システムの耐用年数 

 

である25。 

 つぎに、式（3）と式（4）のエネルギー指標の計算方法に産業連関計算を適用して具体化する。は

じめに、図表 9 の環境分析用産業連関表を推計する過程において、データベース化されているエネル

ギー統計より、各産業部門の生産額 1 単位あたりのエネルギー消費係数（式（5）と式（6）の e ）を

作成し、つぎに、式（3）と式（4）における E_in_1 と E_in_2 をつぎのように計算する。 

 

E_in_1
l ＝   lFe

1
AI 、    （5） 

E_in_2
l ＝   lFe

1
AI

     
（6） 

                                                           
25
計算式自体にバリエーションがあり、それについては、茅（1980）を参照されたい。今回の計算式は、内山・山

本（1991）を参照しているが、本文中に述べたように、産業連関計算をベースに計測するため、投入エネルギー

を全て 1 次エネルギーに換算しているわけではない。また、エネルギー収支比と回収年において発電燃料を含め

る場合は、つぎのとおりである。 

 

・エネルギー収支比（EPR）=（E_out×n）/（E_in_1＋E_in_2×n＋E_in_3×n） （3）’  

・エネルギー回収年数（EPT）＝（E_in_1 ＋E_in_3×n）/ (E_out－E_in_2)    （4）’ 

ただし、 

E_in_3：発電用燃料のエネルギー(エネルギー支出 / year) 

なお、エネルギーについての他の指標としては、正味エネルギー収支＝（E_out×n）－ （E_in＋E_in_2×n）等が

ある。 
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    ただし， 

 e:国内生産1 単位あたりのエネルギー消費量（エネルギー消費係数）行ベクトル 

 E_in_1
l

:想定 l の建設時の直接間接のエネルギー投入量 

 E_in_2
l
：想定 l の運転・補修の直接間接のエネルギー投入量（1.0%と1.5%）

  
 

     
lF ：想定 l の最終需要ベクトル（式(1)の

lk,
f を構造物kについて集計したベクトルk

lk,
f ）， 

   

なお、エネルギー収支の計算における経常運転・補修活動については、DOE/NASA リファレンスは 1.0％、

USEF テザー型は 1.5％、およびマルチバステザー型は 1.5％の補修率を外生的に挿入している。また、

発電量は、図表 7 の「発電能力（2）」にもとづいて評価している。 

 計測の結果は、図表 34 であり、左側が想定 A（液体水素に IO 表のマージン利用）、右が想定 B（液

体水素の報告書のマージン額を利用）であり、さらに太陽電池に関する想定 a から d に区別している。

なお、地上の太陽光発電の計測値は、式（5）と（6）に地上の太陽光発電の最終需要ベクトルを設定

し、式（3）と（4）で評価した値である。 

 図表 34 より、DOE/NASA リファレンスシステムは、EPR は非常に高く、そして、EPT は非常に短

く、優れたエネルギー生産システムとして計算されている。その一方、USEF テザー型とマルチバステ

ザー型は、EPR は地上の太陽光発電と同等かやや良好であるが、EPT がより長い値を示している。そ

れは、SPS システムが建設時に大量のエネルギーを必要とすることから、投入エネルギーの回収に時

間がかかることを示しているが、その一方、SPS システムの耐用年数（USEF テザー型とマルチバステ

ザー型は 40 年）から考えると、耐用年数の半分以下でエネルギーを回収していることもまた示されて

いる。 

 最後に、太陽光発電以外の既存の発電システムについても、EPT と EPR を参考値として計測する。

なお、今回の計算では、経常発電に必要な化石燃料を含めたケースも参考のために示しておく。 

 図表 35 より、経常運転時の燃料を含めないならば、EPT は非常に短く、短期間で投入エネルギーを

回収しており、また、EPR は DOE/NASA よりは低いが、他の SPS システムより優位性がある。ただし、

発電効率からもわかるように、経常運転時の燃料を含めて計算すると、指標が悪化することも明らか

であって、多くの論者がエネルギー分析を行う際に述べていることではあるが、自然エネルギーと比

較する場合には、注意が必要であろう。 
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図表 34 EPR と EPT 比較：SPS システムと地上の太陽光発電 

多結晶シリコンタイプ 
想定 A 

EPR EPT 

想定 B: 
EPR EPT 

液水 IO マージン 液水報告書マージン 

DOE/NASA リファレンス 想定 1（想定 a：多結晶 17.3%） 9.2  2.6  想定 5（想定 a：多結晶 17.3%） 9.1  2.6  

DOE/NASA リファレンス 想定 2（想定 b：多結晶 15%） 8.4  2.8  想定 6（想定 b：多結晶 15%） 8.3  2.9  

USEF テザー型 想定 1（想定 a：多結晶 30%） 2.7  10.6  想定 5（想定 a：多結晶 30%） 2.6  11.4  

USEF テザー型 想定 2（想定 b：多結晶 15%） 2.2  13.5  想定 6（想定 b：多結晶 15%） 2.1  14.3  

マルチバステザー型 想定 1（想定 a：多結晶 35%） 2.8  10.3  想定 5（想定 a：多結晶 35%） 2.6  11.0  

マルチバステザー型 想定 2（想定 b：多結晶 15%） 2.2  13.5  想定 6（想定 b：多結晶 15%） 2.1  14.3  

地上屋根置 多結晶 1.8  10.4   

  

アモルファスシリコンタイプ             

DOE/NASA リファレンス 想定 3（想定 c：アモ 17.3%） 19.7  1.2  想定 7（想定 c：アモ 17.3%） 19.3  1.2  

DOE/NASA リファレンス 想定 4（想定 d：アモ 8%） 15.6  1.5  想定 8（想定 d：アモ 8%） 15.3  1.5  

USEF テザー型 想定 3（想定 c：アモ 30%） 3.4  8.3  想定 7（想定 c：アモ 30%） 3.2  9.0  

USEF テザー型 想定 4（想定 d：アモ 8%） 3.0  9.5  想定 8（想定 d：アモ 8%） 2.8  10.2  

マルチバステザー型 想定 3（想定 c：アモ 35%） 3.3  8.4  想定 7（想定 c：アモ 35%） 3.1  9.1  

マルチバステザー型 想定 4（想定 d：アモ 8%） 3.0  9.7  想定 8（想定 d：アモ 8%） 2.8  10.4  

地上屋根置 アモルファス 2.9  6.0   

  

    
 

  
図表注：式（3）と（4）に式（5）と(6)の産業連関計算を適用し、計測。左が想定 A、右が想定 B。上が多結晶シリコンタイプ、

下がアモルファスシリコンタイプ。発電量は、図表 7の「発電能力（2）」にもとづいて計測。なお、屋根置太陽光発電は、図表 

29 と図表 30 と同様に、屋根置き型でインバータ等の電気設備も含んだ値であり、補修率は年 1％である。 

 

図表 35 既存発電の EPR と EPT 

 
経常燃料なし 経常燃料込み 

  EPR EPT EPR EPT 

LNG 9.7  0.3  0.2  137.7  

石炭 7.2  0.5  0.2  164.8  

石油 7.4  0.3  0.2  150.8  

原子力 12.2  0.3  0.3  100.5  

     図表注：図表 33 と同じ最終需要ベクトルを使用し、式(3)と(4)に、式(5)と(6)を利

用して計測。既存発電の経常エネルギーは、電力ベクトル及び電力の排出係数か

ら発電燃料分を控除して誘発計算を行い、その値を経常エネルギー分とし、同様

の操作を行わずに誘発計算した値から経常エネルギーを差し引いた値を燃料分

とした。なお、経常燃料込みの計算は、脚注 25 の式(3)’と(4)’に産業連関計算

を適用した結果である。そして、SPS システムと比較するために、すべての値は

送電端ベースの値である。また、LNG の液化過程に必要なエネルギーは、産業

環境管理協会（2003）をもちいて別途付加している（本稿第 3 節参照）。 
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8.小括 

 本研究は、われわれが行ってきた SPS 研究を可能な限り統一的な枠組みに再整理し、また、CO2 負

荷計算だけでなくエネルギー計算の結果も整理した。SPS システムは、建設時に大量の CO2 を排出す

るとはいえ、発電単位あたり CO2 排出量でみると、化石燃料を使用する既存の発電システムより CO2

負荷が低いこと、そして、構造タイプの異なる SPS システムが提案されているとはいえ、「宇宙で発電

した電力を地上に送り、利用する」という発想にもとづくならば、その発電システムの単位あたり CO2

負荷は、ほぼ 2 桁（g-CO2/kwh）であることを再確認した。また、エネルギー評価の結果も、EPT と

EPR の計算結果を見る限り、良好といえることも確認した。その一方、社会的な「常識」から類推す

るならば、新技術や未来技術の高い技術特性は、それを実現するために高いコストを必要とするかと

思われる。すでに SPS の発電コストの計測を進めているが、その値は、既存の発電設備より高いこと

が明らかになりつつあり、本稿における CO2 負荷の計算とエネルギー指標の計測とあわせて、SPS の

経済的な側面も考察することが必要であろう。そして、その過程において、われわれの評価基準とし

てきた経済統計等についても、新たに価格と技術情報を整理していくことも必要であろう。 

 われわれは社会科学系研究者であるため、短期間に高頻度で再利用することが可能な輸送システム

の開発可能性や、巨大システムそのものの実現可能性、また、マイクロ波に関連する人的影響等につ

いて議論することには困難がある。したがって、われわれの SPS システムについての評価結果は、限

られた一側面であることを認めざるを得ないが、たとえそれが全体像の一部分であるとしても、補完

的な意義があるとするならば、幸いである。 

 

補章：軌道間輸送機と再使用型低軌道輸送機の最終需要ベクトルの作成について 

宇宙輸送機の製造過程からの CO2 負荷を計算するためには、それぞれの最終需要ベクトルを作成し

なければならない。しかし、詳細な製造データがないため、1.DOE/NASA リファレンスシステム

(DOE/NASA(1978))に掲載される宇宙輸送機の情報と 2.産業連関表の航空機部門(IO コード：362201)の

中間投入ベクトルを利用して、最終需要ベクトルを作成する。 

以下の説明においては、マルチバステザー型 SPS で使用する宇宙輸送機の最終需要ベクトルの作成

方法を例とする26。再使用型低軌道輸送機と軌道間輸送機の製造過程の推計方法は同一であることから、

ここでは、再使用型低軌道輸送機を例として、その作成手順をまとめる。 

 

手順 1: DOE/NASA リファレンスシステムには、地上から低軌道に貨物と人員を輸送する「低軌道貨物

輸送機」と「低軌道人員輸送機」、低軌道から静止軌道に貨物と人員を輸送する「軌道間貨物輸送機」

と「軌道間人員輸送機」の素材情報が掲載されている。今回のマルチバステザー型 SPS の建設には、

作業人員を宇宙に送ることを考えていないため、DOE/NASA リファレンスシステムの「低軌道貨輸送

機」と「軌道間貨物輸送機」に着目する。そして、そこに掲載される投入素材：「セラミック」、「ステ

ンレス」、「銅」、「アルミ」、「チタン」、「強化プラスチック」を「宇宙輸送機素材部門」とよぶことに

する27。 

                                                           

26
 推計のベースとして利用する DOE/NASA リファレンスシステムの輸送機については、手順 2 の

宇宙輸送機
r その

ものが、DOE/NASA リファレンスシステムに掲載される輸送機情報である（ただし、単価を利用した金額評価済

み）。 
27

 DOE/NASA(1980), p.11-13。また、リファレンスシステムでは「ガラス」も使用されるが、今回のマルチバステ
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手順 2：「再使用型低軌道輸送機(マルチバステザー)」を「低軌道貨物輸送機(DOE/NASA)」に対応づけ、

DOE/NASA の物量構成比に「再使用型低軌道輸送機(マルチバステザー)」の総重量(200t)をかけ、物量

構成を計測し、単価をかける28。それを
宇宙輸送機

r とよぶことにす。 

 

手順 3：「再使用型低軌道輸送機(マルチバステザー)」の製造過程が産業連関表の航空機の製造過程に

類似しているとみなし、航空機の中間投入ベクトルを 航空機
f とし、

航空機航空機
xfA)(I  1

を計算する

29。 

 

手順 4: 

   門」の合計値の「宇宙輸送機素材部門」の合計値の「宇宙輸送機素材部 航空機航空機
xf 1係数  

を計算する 

 

手順 5： 

   門」の合計値の「宇宙輸送機素材部門」以外の合計値の「宇宙輸送機素材部 航空機航空機
ff

2係数  

を計算する。 

 

手順 6： 宇宙輸送機
r ×係数 1 を計算し、 宇宙輸送機素材部門宇宙輸送機_

f とする。 

 

手順 7: 宇宙輸送機素材部門宇宙輸送機_
f の合計値×係数 2 を計算し、

航空機
f の宇宙輸送機素材部門以外の投入

構成比にかけ、 外宇宙輸送機素材部門以宇宙輸送機_
f とする。 

 

手順 8：
宇宙輸送素材部門宇宙輸送機_

f と 外宇宙輸送機素材部門以宇宙輸送機_
f をたし、

宇宙輸送機
f とする。この

宇宙輸送機
f

が、「再使用型低軌道輸送機(マルチバステザー)」の最終需要ベクトルである。 

 

この推計方法の概要は、
航空機

x の「宇宙輸送素材部門」の合計値と
航空機

f の「宇宙輸送素材部門」の

合計値の比率にもとづいて、
宇宙輸送機

r を最終需要ベクトルに割戻して
宇宙輸送機素材部門宇宙輸送機_

f とし

                                                                                                                                                                                     

ザーでは使用しないため、「宇宙輸送機素材部門」から除外した。なお、DOE/NASA リファレンスシステムにおい

て、ガラスを使用する輸送機は、ガラスを入れたままにしている。 
28

 構造体のみの重量であり、推進剤や貨物を含まない重量である。 

29
 

航空機
f において、マルチバステザー型の宇宙輸送機に直接的には使用しない「ガラス」と「ジェット燃料」、

そしてマイナス投入される「鉄くず」を除いている。 
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（手順 6）、
航空機

f の「宇宙輸送素材部門」とそれ以外の比率によって、
外宇宙輸送機素材部門以宇宙輸送機_

f を

作成したことになる。 

DOE/NASA は、宇宙輸送機の製造に直接的間接的に必要な素材情報を収集しようとしていたが、結

果として公表された情報に制約があることを認めている。しかし、DOE/NASA 以外から宇宙輸送機を

建設するための情報を入手することが出来なかったことから、一方では、直接間接的な情報として、

他方では、直接的な投入情報として、DOE/NASA の情報を操作的にもちいた。 

また、今回のマルチバステザー型 SPS の輸送機の構造体の重量は、想定値として明示されている(再使

用型低軌道輸送機は 200t。軌道間輸送機は 43t)。したがって、輸送機の推計過程において、その情報

を崩すことになるが、 宇宙輸送機
f を今回のような推計に依存せずに計測することは、今後の課題とした

い。 
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Abstract 

The authors are focusing on the solar power satellite (SPS) as an alternative power generation technology for the 

future. SPS technology is based on satellites with photovoltaic (PV) panels in geostationary orbit (GEO). The 

SPS continuously generates electricity regardless of the weather or time of day and transmits this power to the 

Earth’s surface. The SPS does not use fossil fuel for electricity production and can supply large amounts of 

electric energy.  

Therefore, the authors elucidate the multiple aspects of the SPS system through common evaluation 

methods and an I-O database. In this paper, CO2 emission and the energy payback time (EPT) and energy profit 

ratio (EPR) of the SPS system are calculated as environmental-energy indicators. Then the SPS system is 

compared with various types of power generation from the various viewpoints 

The results show that the SPS system is superior in terms of CO2 emission and energy, then we are 

conducting the further calculation to confirm the economic aspect of SPS. 
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